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　Total Factor Productivity （ＴＦＰ，全要素生産性）は，周知の通り一般的な生産性指標であり，

産業別の生産性測定や多国間の生産性成長率の比較等に頻繁に用いられている。一方で，生産性

指標にはTotal Labor Productivity （ＴＬＰ，全労働生産性）と呼ばれる指標もある。泉・李（2005）

は，この両者をまったく別個の指標として捉え，比較している。しかし，産業連関フレームワー

クを用いて検討した場合，両者は互いに無関係ではなく関連性の深い指標であるということが分

かっている（橋本（2006））。ただし，この場合のＴＦＰは，一般に用いられるＴＦＰ（以下，通常型

ＴＦＰとする）ではなく，資本減耗も考慮したＴＦＰの場合であり，その場合には，ＴＬＰとTFP

は相互に関係する指標となる。

　従来，ＴＬＰと垂直統合(Vertically Integrated)型TF11）とが相互に関係する指標であるという

観点から，両者を比較した研究したものにWolff (1985)とBaumol, Blackman　and Wolff

(1989)を挙げることができる。特に, Baumol, Blackman and Wolff (1989)では，指標の導出

のみならず，第11章(Productivity Yardsticks),補論(Alternative Measures　of Sectoral Output and

Productivity Growth)で各種生産性の理論的な意義についても言及している。ただし, Wolffらは

資本減耗を除いた産業連関フレームワークを好んで用い，資本減耗のない必要労働量口otal

Labor Requiremenこと資本減耗のない垂直統合型ＴＦＰとが相互に関係するということを述べる

に留まっている。 ＴＬＰは，投下労働量の逆数であるが，そもそも投下労働量は，中間財や資本

減耗部分を含んだ社会的分業を通じた労働支出を測定する指標である。後にみるように，資本減

耗を含めた垂直統合型ＴＦＰを考察することで，投下労働量やＴＬＰとの関連性も明確になる。

　そこで本論文では，以下の３点に焦点を合わせ，議論を進めることにする。

　第一に資本減耗を考慮した垂直統合型ＴＦＰとその構成要素の関係を検討することである。

(1211)
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構成要素には，ＴＬＰ成長率の他，複数の生産性指標が含まれる。

　第二に，資本減耗を考慮した垂直統合型ＴＦＰと通常型ＴＦＰとの関係をみる。

　第三に，実際に垂直統合型ＴＦＰ成長率を計測し，他の生産性指標との比較を行うことである。

　以下では，資本減耗を考慮した垂直統合型ＴＦＰとＴＬＰとの関係を橋本（2006）をもとに第２

節で確認し，第３節では，日本の産業別生産性を測定し，評価を行う。

第２節　垂直統合型ＴＦＰ成長率

　本節では，垂直統合型ＴＦＰ成長率について確認する。最初に，通常型ＴＦＰ成長率について

説明し, Wolff (1985)の議論を元に産業連関フレームワークに基づいた部門別の通常型ＴＦＰ成

長率を紹介する。次いで，橋本（2006）を参考に，部門別と集計した場合との垂直統合型TFP

成長率の導出を行い，ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率との関係やそれぞれの指標の持つ意味などにつ

いて若干の考察を行う。

　通常，集計ＴＦＰ成長率は，社会会計方jﾐ1こより

　　　　ρ≡［ｐｊＹ－ｇ弘一�瓦］/pY　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

と定義できる。ここで，引ま微分演算二≠ｊｐＹはＧＤＰ（Ｇｒｏsｓ Domestic Product,スカラー）である。

集計ＴＦＰとは，産業別のＴＦＰをある特定の産業グループに集計したＴＦＰという意味で用いて

いる。記号の定義は以下の通りである。

記号

ｐ＝［か］：第ｉ部門の価格（行ベクトル）。

Ｙ＝［恥］：第ｉ部門の最終需要量（列ベクトル）。

Ｘ＝［ぶ］：第ｉ部門の粗生産量（列ベクトル）。

ｇ：貨幣賃金率。全産業同一（スカラー）。

ｒ：均等利潤率。全産業同一（スカラー）。

ｒ＝し］：第丿生産物１貨幣単位の生産に直接必要な労働量（行ベクトル）。

ｋ＝［/ら］：第丿部門の資本ストック／第丿部門の粗生産量（行ベクトル）。

£＝［ｒｘ］：総雇用（スカラー）。

瓦＝［ｋｘ］：総資本ストック（スカラー）。

Ａ＝［吻］：第丿生産物１貨幣単位の生産に投入される第ｉ中回投入の量（行列）。

～　　　～
ｋ＝［鰯］：第丿生産物１貨幣単位の生産に投入される第ｉ資本減耗量（行列）。

Ｉ：単位行列。

t＝［ち］：第丿生産物１貨幣単位の生産に直接・間接に必要な労働量（行ベクトル）。

yr＝［/ら］：第丿生産物１貨幣単位の生産に直接・間接に必要な資本量（行ベクトル）。

dx/x=d＼nx (ただし1nは自然対数）であることに留意して山式を変形すると，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巾12）
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これを別の形で表記すると
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この新しい集計ＴＦＰ成長率C
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が
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となる。ここで41　　ﾀﾀ　は，対角行列を示す記号である。集計ＴＦＰ成長率のそれぞれの構成要素

をみると，右辺第一項では部門別産出量の変化率をＧＤＰに占める当該部門の構成割合で評価し，

そして，右辺第二項と第三項では生産要素の変化率を分配シェアで評価していることがわか

る。

　この集計ＴＦＰ成長率に対応した部門別のＴＦＰ成長率（以下，部門別ＴＦＰ成長率とする）は，

Wolff (↓985)の議論を参考に産業連関の枠組みを利用し展開すると以下のように定義できる。

乃゜－(Σ拓ｄ恥十扨ｄでj十�ぺ)Zt)j　(j = l, 2,…，ｎ)

扨てj　dでj

鳶　乃

となる。部門別のＴＦＰ成長率は各生産要素の変化率をそれぞれの分配シェア(.piau/pj、WTj/pj、

鴎/か）で加重したものとなっている。この部門別と集計したＴＦＰ成長率との関係は、乃を要素

とする行ベクトルをπで表示すると

　　　　ρ＝廊Ｘ/ｐＹ

となる。このＴＦＰ成長率を集計するための値pX/pYは，ドーマー・ウェイト号呼ばれる。

　以下では, Wolfド1985)の垂直統合の議論を参考に，橋本（2006）で展開した資本減耗投入係

数を考慮した場合の垂直統合型ＴＦＰ成長率について概観すぶｽその導出のための準備に必要な

資本減耗を考慮した集計ＴＦＰ成長率と数量方程式は以下のようになる。

　　　　砂［面Ｙ－ｇ肛一�瓦］/pY　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　　　　i＝［I－Ａ－k］ｘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

こ対応した部門別ＴＦＰ成長率は以下のようになる。

j聡十扨ｄてj十�ぺ)/PJ　(] = l, 2,…，ｎ)

さらに以下では資本減耗を考慮した場合の垂直統合型ＴＦＰ成長率を導出する。まず，総雇用

と総資本は，4＝[I－Ａ一剣‾1を用い, t= Tq, yr= kqという関係に留意すると以下のように書

き換えることができる。このｔを投下労働量、Ｋを投下資本量と呼ぶ。

- 　 　 　 　 　 -
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を得る。この(7)式と(8)式を(3)式に代入し整理すると，

　　　　β＝[ｐｊＹ一加tY-wtdY-rdicY －り�Ｙ]/pY

となる。ここで，資本減耗を考慮した価格方程式は

　　　　ｐ二ｐＡ＋ｐｋ＋ｇｒ＋ｒｋ

であるが，これを先の４を用いて書き換えると以下のようになる。

　　　　ｐ二wt + ric

(7)

(8)

㈲

㈲）

この(10)式を㈲式へ代入し整理すると最終的に以下の垂直統合型の集計ＴＦＰ成長率を得る。

　　　　β＝－[�t十�ｒ]Y/pY

あらためて部門別のＴＦＰ成長率を

　　　　ぐ≡－[朗仏十ｒ血j]/か　り＝1，2，…，ｎ)

㈲

[1]∧)

と定義する。ここで，ぐを要素とする行ベクトルを£＊とすると，この集計ＴＦＰ成長率と部門

別ＴＦＰ成長率は以下のような関係式で示すことができる。

　　　　　～　～一～　　～　　　　　ｐ＝７こ＊ｐＹ/ｐＹ

　最後に資本減耗投入係数を考慮した場合の通常の集計ＴＦＰ成長率は以下のように定義する

ことができる。

　　　　　β≡－[ｐｄＡ十面ｋ十�ｒ十�ｋ]X/pY

また，部門別ＴＦＰ成長率は先の(3つ式を行列表示したものとして表すことができる。

　　　　　～　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　一　　　　　π≡－[ｐｊＡ十ｐｊｋ十扨dて十�ｋ]ｐ-1

㈲

㈲

　以降ではバ1）式，口）式を「通常型ＴＦＰ成長率」と呼び，（3）式，（3つ式，旧式，㈲式を「資本

減耗を加えた通常型ＴＦＰ成長率」として呼ぶことにする。また，㈲式と［1］ﾉ）式を「垂直統合型

ＴＦＰ成長率」と，それぞれ呼ぶことにする。

　通常型ＴＦＰと垂直統合型TFP

　部門別のケースにおいて，資本減耗を加えた通常型ＴＦＰ成長率（㈲式）と垂直統合型ＴＦＰ成

長率（（汀）式）の関係は

　　　　　石＊＝

　　　7）となる。この

～－～一ｒ(ｐqｐ-1)
、
巾
。

ぱ
ヽ

ことから結局のところ資本減耗を加えた通常型ＴＦＰ成長率は，垂直統合型TFP

　　　　　　　　　　　　　　巾14）
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成長率よりも４の効果（中間財と資本減耗部分を含んだ逆行列）を含まない分だけ，絶対値は小さい

数値となる。つまり，ある部門の通常型ＴＦＰ成長率がプラスであれば，垂直統合型ＴＦＰ成長

率の場合には，4によって増幅されるため，プラス値がより大きな数値となる。同様に，通常型

ＴＦＰ成長率がマイナスならば，垂直統合型ＴＦＰ成長率の値は，より大きなマイナスの数値とな

る。

　このことの経済的な意味は，ある部門の垂直統合型ＴＦＰ成長率は，当該部門の通常型のTFP

成長率に加えて，他部門からの生産性の変化が中間財や資本減耗部分を使用することを通じて追

加的に加わり，最終的に成長率の変化を大きくさせると読み替えることもできる。

　垂直統合型ＴＦＰとＴＬＰの経済的な意味

　垂直統合型ＴＦＰ成長率は，皿）式と（汀）式から投下労働量ちの減少率及び投下資本量/らの減

少率（それぞれTotal Labor Productivity（ＴＬＰ）成長率, Total Capital Productivity（ＴＣＰ）成長率）と

分配シェア（涙雨)j，パjZ1）ｊ）から構成されていることがわかる。このことから，泉・李（2005）が

みたような，投下労働量の減少率であるＴＬＰ成長率と垂直統合型ＴＦＰ成長率は無関係ではな

く，両者は密接に関係することを確認することができた。では，ＴＬＰとＴＦＰはそれぞれどのよ

うな経済的意味を持つのであろうか。この点については, Baumol, Blackman and Wolff (1989)

を参考にする。まず，Ｂａｕｍｏ１らはMarxの展開したLabor Productivity （本稿では投下労働量ら

の逆数にあたる）という指標を現下の労働力資源を如何に効率的に使用するかという観点から取

り上げている。加えて，人口減少下の社会ではこの指標が重要になるであろうとも指摘する。例

えば，このことを日本の事例に引き寄せて議論すれば，少子化社会の下で将来十分な水準の介

護・医療の担い手を確保するために，その他の産業で如何に効率的に労働資源を使用するかとい

う問題として再設定することも可能であろう。

　一方，通常型ＴＦＰ（資本減耗を加えた場合も含め）では資本ストックを投入量として加えている

ため，たとえＴＬＰが改善していない場合であっても，資本ストックの質の改善効果を捉えるこ

とができる点に利点がある。

　労働の質の「調整」

　Baumol, Blackman　and Wolff (1989), Wolff (1985)の研究では，投入量の質の「調整」を一

際行わず，いわゆる延べ労働をそのまま労働投入として用いる。この点は, Gollop and Jorgen-

sｏｎ（↓980）の研究以降，投入量の質の「調整」を行うことが主流となっている中で異端である

かもしれない。その理由については必ずしも明示的ではないが, Wolff (1983)にそのヒントと

なる記述がある。すなわちＧｏｌｌｏｐand Jorgenson（1980）では，労働の質の増大を労働投入量の

増大とみなしているが, Wolffはこれを誤りだとする。その理由をWolffは，労働の質の変化に

副固々の労働の質的変化だけでなく，主として労働需要側の事情による職種構成の変化による全

体としての労働の質的変化があることを指摘した上で, Gollop and Jorgenson (↓980）が職種構

成の変化を労働投入量の増大として処理していることを批判して，それを生産性の上昇とみなす

べきだとする。つまり具体的には，職種構成の変化は，企業が産出量を増大させようと試みる中

で生じたことであり，労働投入係数の減少などと同様に生産性上昇の内容として含めるべきと

(1215)
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Wolffは考えるのである。我々もこの考え方が妥当であると考え，本論の中では投入量の質の調

整を行わない。

第３節　各種生産性成長率の展開と実証

　以下では，ＴＦＰ（全要素生産性），ＴＬＰ（全労働生産性），ＴＣＰ（全資本生産性）という各種生産性

指標の計測結果をもとに各指標の特徴を検討する。計測の際には，各指標とも経済産業研究所の

公開する日本産業生産性データベース(Japan Industrial Productivity Database, JIP）の2009年版を

使用してい.j）ﾑ特に，ＴＦＰ成長率については，垂直統合型と通常型とに分けてそれぞれの特徴

をみることにする。今回計測したのは，垂直統合型ＴＦＰ成長率，ＴＬＰ成長率，ＴＣＰ成長率の

各指標である。通常型のＴＦＰ成長率はJ�2009データベースに掲載されている付加価値ベース

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）のＴＦＰの計測結果を利用した。前節ではバ1）式万2）式，口）式にあたる。

　表１に関しては，ＴＬＰ，ＴＣＰ，垂直統合型ＴＦＰ，通常型ＴＦＰの各種生産性指標の特徴につ

いて計測結果と前節を参考にして議論する。

　なお，例えば表１内の「70-75」列の「ＴＬＰ成長率」行の「0.065」とは, 1970年から1975年

にかけて全産業平均で6.5%生産性成長率が上昇したという意味である。

　前節の㈲式と（汀）式で確認したように垂直統合型ＴＦＰ成長率は，部門別と全産業平均のいず

れのケースにおいてもＴＬＰ成長率，ＴＣＰ成長率，分配シェアとで構成される。ここで，表１内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ

のＴＣＰ成長率は1970年から2000年までの指数を用いて稼働率調整をしている。これを表１内の

㈲行に「ＴＣＰ成長率（稼働率調整済）」として表示している。一方，この稼働率調整を行ってい

ないＴＣＰ成長率は同表の㈲行で「ＴＣＰ成長率（稼働率未調整）」としている。㈲式を参考に，（ａ）

行のＴＬＰ成長率と㈲行の「ＴＣＰ成長率（稼働率調整済）」を用いて計測した垂直統合型ＴＦＰ成

長率がごd）行の「垂直統合型ＴＦＰ成長率（稼働率調整済）」である。また，同じく㈲式を参考に

今度は，㈹行の代わりに㈲行の「ＴＣＰ成長率（稼働率未調整）」を用いて計測した垂直統合型

ＴＦＰ成長率が凶行の「垂直統合型ＴＦＰ成長率（稼働率未調整）」である。最後の山行には，通常

型のＴＦＰ成長率が掲載されている。

　表１内の集計した各種生産性指標の中でもっとも高い成長率を示しているのは，ＴＬＰ成長率

である。 1970年から2005年の各期間で概ね1.7%から6.5%という数値となっている。この数値は

1970年以降，低下傾向にあるといえる。

　一方でバb）行と（ｃ府のＴＣＰ成長率は負の成長率であるか，または正の成長率であっても数値

は低位であることがわかる。また，いずれの期間でもＴＬＰ成長率に比して絶対的な数値は低位

な水準に留まっている。各期間の推移みるとごb）行の「ＴＣＰ成長率（稼働率調整済）」は－2.6％

から1.3%で推移しバo行の「ＴＣＰ成長率（稼働率未調整）」は－2.3％から0.4％で推移している。

　不況期の稼働率のあり方によって，両者（稼働率調整済み,稼働率未調整）のＴＣＰ成長率の大小関

係も明確になっている。例えば，景気下降局面にあたる70-75年には70年に比して75年の稼働率

が低いため，未調整の資本投入量は稼働率調整をする場合の資本投入量と比べ，高い水準の数値

となる。このため，稼働率未調整のＴＣＰ成長率は稼働率調整済みのＴＣＰ成長率よりも約2.4％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巾16）
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単位：年率小数表示

　　　　　　期　　　間　　　　　　70-75　　75-80　　80-85　　85-90　　90-95　　95-00　　00-05

㈱ＴＬＰ成長率　　　　　　　　　　　　0.065　　0.048　　0.034　　0.039　　0.017　　0.020　　0.033

㈲ＴＣＰ成長率（稼働率調整済）　　　0.013　－0.026　－0.002　－0.014　－ 0 ｡019　－0.008　　　一

白ＴＣＰ成長率（稼働率未調整）　　－0.01↓　－0.005　－0.010　－0.011　－0.023　－0.009　　0.004

川添塵?ｽﾞｹ型ＴＦＰ成長率（稼働率　　0.029　　　　0.025　　　　0.023　　　　0.021　　　　0.006　　　　0.012　　　　　　　一

白ｽﾞEjUjlｹ型ＴＦＰ成長率（稼働率　　0.024　　　　0.028　　　　0.021　　　　0.021　　　　0.006　　　　0.0↓2　　　　0.023

（膳煙尤諧羅卜ｏ尚尚　0.01↓　　0.016　　0.014　　0.019　－0.001　　0.004　　0.014

注1）（ａ）から㈱は筆者が試算したもの。（f）は経済産業研究所がJ�2009内で試算した数値。

注2）（ａ）から㈱は産業別で試算した生産性成長率を全産業に占める当該産業の付加価値額の構成割合で集計したものである。

注3）（f）はコストデータを利用し，労働の質と資本の質を調整した数値。

ポイント低い値となっている。逆に景気上向期にあたる75-80年では75年に比して80年の稼働

率が高くなったため，調整済みの資本投入量の値は75年のそれに比して大きく増大し，その結果

未調整のＴＣＰ成長率よりも調整済みのものは，低位な水準となっている。

　次いでごd）行と㈱行と垂直統合型ＴＦＰ成長率について検討する。（d）行は稼働率調整済，㈱行

は稼働率未調整という区分である。稼働率調整済の垂直統合型ＴＦＰ成長率は, 2.9% (70-75年），

2.5％（75-80年），2.3％（80-85年），2.1％（85-90年），0.6％（90-95年），1.2％（95-00年）と推移

している。一方で，稼働率未調整の垂直統合型ＴＦＰ成長率は, 2.4% (70-75年），2．8％（75-80

年), 2.1% (80-85年), 2.1% (85-90年），0.6％（90-95年），1.2％（95-00年），2.3％（00-05年）と

推移し，いずれも減少傾向であることが分かる。稼働率調整の結果, 70-75年の期間では，稼働

率調整した成長率の方が，未調整のものよりも約0.5％ポイント高い値となっている。

　最後白表１の垂直統合型ＴＦＰ（稼働率未調整）と通常型ＴＦＰとを比較する。通常型ＴＦＰ成

長率の推移は, 1.1% (70-75年), 1.6% (75-80年), 1.4% (80-85年), 1.9% (85-90年），－0．1％

（90-95年），0．4％（95-00年），1．4％（00-05年）であった。前述の通り通常型ＴＦＰは稼働率未調整

なので，これとの比較は同じく稼働率未調整の垂直統合型ＴＦＰとの間で行うこととなる。この

推移と先の垂直統合型ＴＦＰ成長率（稼働率未調整，㈱行）とを比較すると，以下のような特徴が

あることが分かる。

　第一に絶対的な成長率の水準には相違があるが，各期間の推移をみると，その成長率の上下

運動については，垂直統合型と通常型とは共に，ほぼ同じ傾向を示している点である。

　第二に，垂直統合型ＴＦＰが，通常型ＴＦＰ成長率を上回っている点である。この点は，前節

での指標の定義の議論から両者（通常型ＴＦＰ成長率と垂直統合型ＴＦＰ成長率）は必ず一致するはず

である。にもかかわらずこれらの数値が異なっているのは次の理由によると考えられる。すなわ

ち根本的な生産性の定義に関する問題であって，投入量の処理方法に相違があるのである。垂直

統合型ＴＦＰでは, Wolff (1985)やBaumol, Blackman and Wolff (1989)のように，労働投入

量と資本投入量を特殊な処理を施さず（表１では投入の質を未調整の場合，特に表示してぃない），労

働については延べ労働量を用い，資本については，市場価格で集計した資産を用いている。それ

に対して，今回用いた通常型ＴＦＰ成長率では, Gollop and Jorgenson （1980）を参考に労働

(1217)
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表２　垂直統合型ＴＦＰ成長率（稼働率調整済）
単位：年率小数表示

　期　　　間　　　　70-75　　　　75-80　　　80-85　　　　85-90　　　　90-95　　　　95-00

全産業平均　　0.029　　　0.025　　　0.023　　　0.021　　　0.006　　　0.012

製造業平均　　0.035　　　0.042　　　0.039　　　0.024　　　0.015　　　0.021

非製造業平均　　　0.027　　　0.0↓9　　　0.017　　　0.020　　　0.003　　　0.010

表３　ＴＬＰ成長率
単位：年率小数表示

　期　　　間　　　70-75　　　75-80　　　80-85　　　85-90　　　90-95　　　95-00　　　00-05

全産業平均　　0.065　　0.048　　0.034　　0.039　　0.0↓7　　0.020　　0.033

製造業平均　　0.071　　0.055　　0.044　　0.045　　0.027　　0.030　　0.046

非製造業平均　　0.053　　　0.045　　　0.031　　　0.035　　　0.013　　0.018　　　0.030

表４　　ＴＣＰ成長率（稼働率調整済）
単位：年率小数表示

　期　　　間　　　　70-75　　　75-80　　　80-85　　　85-90　　　90-95　　　95-00

全産業平均　　　0.013　　　－0.026　　－0.002　　－0.014　　　－0.019　　－0.008

製造業平均　　　0.022　　　－0.010　　　0.023　　　－0.017　　　－0.013　　　－0.003

非製造業平均　　－0.002　　　－0.033　　　－ 0 ｡0↓1　　　－0.014　　　－ 0 ｡022　　　－0.009

の質を勘案した労働投入量への特殊な処理を行う方法を用いている。この場合，ＴＦＰ成長率は

そうではない場合に比してより低位な値となる傾向があるﾑ

　このように投入量の質の調整の有無が，通常型ＴＦＰ成長率と垂直統合型ＴＦＰ成長率の差と

なって実際の計測結果に現れているのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）　次に表２は稼働率調整済みの垂直統合型ＴＦＰ成長率（表１の（d府）を全産業平均，製造業平均，

非製造業平均のそれぞれについてみたものである。この全産業平均の垂直統合型ＴＦＰ成長率は，

既にみたように全体として減少傾向であるが，特に90-95年の落ち込みが大きく，95年以降はや

や持ち直している。製造業平均と非製造業平均を比較すると, 1970年から2000年まで一貫して製

造業平均が，非製造業のそれを上回っていることが分かる。また，全産業と非製造業の水準は近

接したものとなっている。このことは集計の際のウェイトとして使用している付加価値の構成割

合が，製造業よりも非製造業で大きくなっていることによる。このことから，サービス経済の進

展化を確認することができ，かつ国民経済にとっての非製造業の生産性のあり方の今日的重要性

を垣間見ることができる。

　表３のＴＬＰ成長率について見ると, 1970年から2005年まで一貫して正の成長率であった。さ

らに，各年の推移を見ると，6.5％（70-75年），4.8％（75-80年），3.4％（80-85年), 3.9% (85-90

年), 1.7% (90-95年），2.0％（95-00年），3.3％（00-05年）であり，全体としてその上昇率は減少

傾向にある。 ＴＬＰ成長率について製造業平均と非製造業平均を比較すると，非製造業平均が製

造業平均をほぼ一貫して下回るという結果となっている。

　表４の稼働率を調整したＴＣＰ成長率について見ると, 70-75年を例外としてほぼ一貫して負

の成長率であった。各年の推移を見ると, 1.3% (70-75年），－2.6％（75-80年），－0.2％（80-85

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巾18）
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年），－1.4％（85-90年），－1.9％（90-95年），－0.8％（95-00年）である。この数値は稼働率を調

整した後のものであるため，好不況による稼動率変動の影響は除去されている。製造業平均と非

製造業平均とを比較すると, 1985年から1990年の期間以外は，非製造業平均のＴＣＰ成長率が，

製造業平均のそれよりも低位であることが分かる。結局のところ，ＴＣＰ成長率は垂直統合型

ＴＦＰ成長率を低下させる要因として働いていることが分かる。

　これまでみてきた表１から表４までの実証的な検討から以下のことが分かる。まず，ＴＣＰ成

長率はほぼ一貫してマイナスであり固定資本の効率性は低下してきている。他方でＴＬＰ成長率

は一貫してプラスであり，結果として垂直統合型ＴＦＰの上昇へとつながっている。言い換える

とマイナスのＴＣＰ成長率は，新投資及び質の高い資産の増加率が産出量増加率を上回ることが

背景にあり，この新投資や質の高い資産を使用することが一つの要因となってＴＬＰが成長して

いたとみなすことができよう。

　さらに上記のことを理論的な側面からみるために垂直統合型ＴＦＰが上昇した際に限定して

議論する。このときＴＬＰとＴＣＰの変化がどのようにＴＦＰに対して寄与したかについては，一

般的な傾向を論じることは困難である。しかし，実証面からある程度，検証は可能である。今回

の実証結果では，垂直統合型ＴＦＰの上昇に対しＴＣＰは低下に寄与し，その低下分を上回るよ

うにＴＬＰがＴＦＰの上昇に大きく寄与し，そして，この傾向が計測期間中に一貫した傾向であ

ることを示している。

　表５は，垂直統合型ＴＦＰ成長率（稼働率調整済み）の部門別の特徴を見出すために, 1970年か

ら2000年までの期間について５年間を一区間として，上位10位と下位10位を取り出したものであ

る。表５では第一列目には順位，第二列目には製造業または非製造業の区分，第三列目・四列目

には部門番号・部門名，第五列目には垂直統合型ＴＦＰ成長率の年成長率を掲げている。

　まず，上位10位の部門の特徴は以下の通りである。

　第一に製造業と非製造業という区分に注目し, 1970年から2000年の平均値をみると上位10位

中８部門までが製造業であることがわかる。年代別に部門数をみると，製造業が1970年から1975

年には10位中５部門，その後の期間は10部門中９部門（75-80年），７部門（80-85年），５部門（85

-90年），５部門（90-95年），６部門（95-00年）と推移している。 85年以降は非製造業も半数近い部

門がランクインしているが，各期間でバラつきがみられる。

　第二に年代別に第１位の垂直統合型ＴＦＰ成長率の数値を見ると, 1970年から1990年は年

18.8%～13.7%であったものが, 1990年代以降徐々に低下し, 1995年から2000年にかけては10.5

％と低下している。この点は，同じく年代別に第10位の成長率をみても同様の傾向である。

　第三に，垂直統合型ＴＦＰ成長率を年代別にみた場合, 1970年から2000年の５つの計測期間に，

常に上位10位までに位置しているのは，電子計算機・同付属装置部門（部門番号48）であった。

　次に，下位10位の部門の特徴は以下の通りである。

　第一に製造業と非製造業という区分でみた場合, 1970年から2000年の平均値をみると下位10

位中９部門までが非製造業であることがわかる。年代別に部門数をみると，非製造業が下位10部

「lm=18部門(70-75-年），8こ剖叶1ﾘ（75-80ヰ），10部門に80-85ヰ），8こ剖叶1ﾘ（85-9mわ，７部門1 (90-95

年），８部門（95-00年）と推移している。上位の場合と比較すると，下位部門の場合は非製造業

が多数を占めていることがわかる。
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表５　垂直統合型ＴＦＰ成長率　上位・下位10部門
単位：年率小数表示

樫　　　馨守　　　　　　部　門　名　　　　　　上位部門　　　jM回　　　　　　部　門　名　　　　　　下位部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1970-1975

1　製　51　半導体素子・集積回路　　　　　0.176　非　72　住　宅　　　　　　　　　　　　－0.100

2　製　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.172　非　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　－0.081

3　製　45　事務用・サービス用機器　　　　0.166　非　102　社会保険・社会福祉（政府）　－0.053

4　非　104　医療（非営利）　　　　　　　　0.129　非　96　洗濯・理容・美容・浴場業　　　－0.048

5　非　70　保険業　　　　　　　　　　　　　0.118　非　7↓　不動産業　　　　　　　　　　　-0.044

6　非　83　保健衛生（民間・非営利）　　　0.115　非　　４　農業サービス　　　　　　　　　ー0.042

7　製　59　その他の製造工業製品　　　　　0.107　非　93　その他の映像・音声・文字情報制作業－0.039

8　非　　１　米麦生産業　　　　　　　　　　　0.101　製　23　化学肥料　　　　　　　　　　　－0.037

9　非　78　電信・電話業　　　　　　　　　　0.099　製　26　有機化学製品　　　　　　　　　－0.034

10製　47　民生用電子・電気機器　　　　　0.086　非　106　研究機関（非営利）　　　　　－0.031

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1975-1980

1　製　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.163　製　31　石炭製品　　　　　　　　　　　－0.078

2　製　45　事務用・サービス用機器　　　　0.156　非　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　－0.076

3　製　51　半導体素子・集積回路　　　　　0.134　非　10　精穀・製粉　　　　　　　　　　－0.054

4　非　81　研究機関（民間）　　　　　　　0.13↓　非　72　住　宅　　　　　　　　　　　　－0.054

5　製　49　通信機器　　　　　　　　　　　0.117　非　93　その他の映像・音声・文字情報制作業－0.053

6　製　47　民生用電子・電気機器　　　　　0.114　非　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　－0.048

7　製　52　電子部品　　　　　　　　　　　　0.108　非　　５　林　業　　　　　　　　　　　　－0.048

8　製　53　その他の電気機器　　　　　　　0.087　非　105　社会保険・社会福祉（非営利）－0.039

9　製　46　重電機器　　　　　　　　　　　　0.086　非　71　不動産業　　　　　　　　　　　－0.018

10製　32　ガラス・ガラス製品　　　　　　0.085　製　36　銑鉄・粗鋼　　　　　　　　　　－0.018

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1980-1985

1　非　93　その他の映像・音声・文字情報制作業　0.188　非　71　不動産業　　　　　　　　　　　－0.060

2　製　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.185　非　9↓　情報サービス業　　　　　　　　－0.035

3　製　26　有機化学製品　　　　　　　　　0.082　非　105　社会保険・社会福祉（非営利）－0.017

4　非　　３　畜産・養蚕業　　　　　　　　　　0.079　非　64　上水道業　　　　　　　　　　　－0.0↓4

5　製　25　有機化学基礎製品　　　　　　　0.071　非　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　－0.013

6　製　29　医薬品　　　　　　　　　　　　　0.071　非　　４　農業サービス　　　　　　　　　ー0.008

7　製　52　電子部品　　　　　　　　　　　　0.071　非　79　郵便業　　　　　　　　　　　　－0.008

8　製　27　化学繊維　　　　　　　　　　　　0.067　非　77　その他運輸業・梱包　　　　　　－0.007

9　非　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　0.066　非　　７　鉱　業　　　　　　　　　　　　－0.006

↓O製　58　プラスチック製品　　　　　　　0.063　非　107　その他（非営利）　　　　　　　－0.005

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1985-1990

1　製　51　半導体素子・集積回路　　　　　0.137　非　83　保健衛生（民間・非営利）　　－0.237

2　製　49　通信機器　　　　　　　　　　　0.093　非　84　その他公共サービス　　　　　　ー0.151

3　非　93　その他の映像・音声・文字情報制作業　0.088　非　71　不動産業　　　　　　　　　　　－0.066

4　非　97　その他の対個人サービス　　　　0.064　非　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　－0.046

5　非　67　卸売業　　　　　　　　　　　　0.062　非　105　社会保険・社会福祉（非営利）－0.026

6　製　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.061　製　31　石炭製品　　　　　　　　　　　－0.026

7　製　47　民生用電子・電気機器　　　　　0.06↓　非　9↓　情報サービス業　　　　　　　　－0.025

8　非　75　水運業　　　　　　　　　　　　0.060　非　90　放送業　　　　　　　　　　　　－0.024

9　製　52　電子部品　　　　　　　　　　　　0.058　製　30　石油製品　　　　　　　　　　　－0.024

10非　　４　農業サービス　　　　　　　　　　0.058　非　82　医療（民間）　　　　　　　　　－0.023
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樫　　　jM回　　　　　　部　門　名　　　　　　上位部門　　　馨s　　　　　　部　門　名　　　　　　下位部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990-1995

↓　製　51　半導体素子・集積回路　　　　　0.099　非　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　－0.076

2　製　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.087　製　30　石油製品　　　　　　　　　　　－0.069

3　製　52　電子部品　　　　　　　　　　　　0.076　非　71　不動産業　　　　　　　　　　　－0.067

4　非　81　研究機関（民間）　　　　　　　0.061　非　93　その他の映像・音声・文字情報制作業－0.064

5　製　49　通信機器　　　　　　　　　　　0.054　製　25　有機化学基礎製品　　　　　　　－0.056

6　非　　５　林　業　　　　　　　　　　　　　　　0.050　非　　６　漁　業　　　　　　　　　　　　　　－0.050

7　非　102　社会保険・社会福祉（政府）　　0.047　非　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　－0.050

8　非　91　情報サービス業　　　　　　　　　0.046　製　31　石炭製品　　　　　　　　　　　－0.043

9　非　67　卸売業　　　　　　　　　　　　0.037　非　106　研究機関（非営利）　　　　　－0.041

10製　16　製材・木製品　　　　　　　　　0.036　非　105　社会保険・社会福祉（非営利）－0.038

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1995-2000

↓　製　49　通信機器　　　　　　　　　　　0.↓05　非　107　その他（非営利）　　　　　　－0.043

2　製　51　半導体素子・集積回路　　　　　0.093　製　14　たばこ　　　　　　　　　　　　－0.030

3　非　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　0.085　非　80　教育（民間・非営利）　　　　－0.027

4　製　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.070　非　64　上水道業　　　　　　　　　　　－0.024

5　製　31　石炭製品　　　　　　　　　　　　0.064　非　70　保険業　　　　　　　　　　　　－0.020

6　非　105　社会保険・社会福祉（非営利）　0.062　非　71　不動産業　　　　　　　　　　　－0.018

7　製　52　電子部品　　　　　　　　　　　0.052　非　81　研究機関（民間）　　　　　　－0.017

8　製　47　民生用電子・電気機器　　　　　0.048　非　77　その他運輸業・梱包　　　　　　－0.016

9　非　78　電信・電話業　　　　　　　　　0.045　非　101　保健衛生（政府）　　　　　　　－0.015

10非　　５　林　業　　　　　　　　　　　　0.044　製　　９　水産食料品　　　　　　　　　　－0.014

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1970-2000平均

１　製　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.123　非　71　不動産業　　　　　　　　　　　－0.046

2　製　51　半導体素子・集積回路　　　　　0.113　非　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　－0.027

3　製　45　事務用・サービス用機器　　　　0.080　非　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　－0.027

4　製　49　通信機器　　　　　　　　　　　　0.076　非　72　住　宅　　　　　　　　　　　　－0.021

5　製　52　電子部品　　　　　　　　　　　　0.075　非　83　保健衛生（民間・非営利）　　－0.014

6　製　47　民生用電子・電気機器　　　　　0.066　非　105　社会保険・社会福祉（非営利）－0.013

7　非　78　電信・電話業　　　　　　　　　　0.052　非　64　上水道業　　　　　　　　　　　－0.011

8　製　59　その他の製造工業製品　　　　　0.050　製　31　石炭製品　　　　　　　　　　　－0.011

9　非　97　その他の対個人サービス　　　　0.045　非　106　研究機関（非営利）　　　　　－0.011

10製　27　ｲﾋ学繊維　　　　　　　　　　　　0.042　非　65　工業用水道業　　　　　　　　　－0.002

注） 分類不明は除いて順位付けした。

　第二に，下位第１位の垂直統合型ＴＦＰ成長率を年代別にみると，－10．0％（70-75年），－7.8

％（75-80年），－6.0％（80-85年), -23.7% (85-90年），－7.6％（90-95年），－4.3％（95-00年）

と推移していた。下位第10位の推移は，－3.1％（70-75年），－1.8％（75-80年），－0.5％（80-85

年），－2.3％（85-90年），－3.8％（90-95年），－1.4％（95-00年）であった。このように，下位の

成長率の推移については一般的な傾向を読み取ることは難しい。
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第４節　まとめ

　本稿で検討した結果は以下の通りである。まず，理論的な観点からの考察から以下の２点をあ

げることができる。

　①　資本減耗を考慮した垂直統合型ＴＦＰ成長率は，ＴＬＰ成長率，ＴＣＰ成長率，および分配

　　シェアで構成される。

　②　ＴＬＰ成長率は労働力資源を如何に効率的に使用するかという観点からの指標であり，ま

　　た垂直統合型ＴＦＰ成長率は，労働力資源の効率性だけではなく，資本ストックの効率性も

　　生産性へ反映させる観点から作成された指標であることを確認した。

　これらは部門別の場合，および集計した場合の両方に妥当する。次いで，第３節でみた実証的

な観点を中心に検討した結果は以下の４点にまとめることができる。

　（1）垂直統合型ＴＦＰ成長率は，通常型ＴＦＰ成長率よりも絶対値でみた場合，必ず大きくな

　　るという点を実証的な観点と理論的な観点の両面から確認した。

　②　ＴＬＰ成長率は, 1970年から2000年までにかけての計測期間中において垂直統合型ＴＦＰ成

　　長率，通常型ＴＦＰ成長率，ＴＣＰ成長率よりも大となる傾向があることをみた。

　(3) 1970年から2000年までにかけての垂直統合型ＴＦＰ成長率，ＴＬＰ成長率の推移をみると，

　　減少傾向にあることをみた。

　（4）今回の実証結果では，垂直統合型ＴＦＰの上昇に対しＴＣＰは低下に寄与し，その低下分

　　を上回るようにＴＬＰが上昇に大きく寄与していることを示した。

　データソース

　次に分析対象となる部門と部門分類について確認する。本稿では産業部門を108部門に分割し

ている。データは，内閣府経済社会総合研究所（2003）のデータを延長して作成している産業経

済研究所のJ�2009データベースを利用した。J�2009データベースは, 1970年から2006年まで

の日本産業生産性データベース(Japan IndustrialProductivityDatabase, JIP）と呼ばれている。こ

のデータベースでは，生産性を計測するための産出量や各種投入量（中間財，労働，資本ストック）

のデータを産業ベースではなく，商品ベースのデータヘと変換したものを掲げている。以下では

特に説明を要する変数について説明する。

ｋ＝［砿］：第ｉ生産物１貨幣単位の生産に投入される第丿固定資本の減耗量は，中谷(1976)や山

田（↓991)を参考にし以下の式で算出している。

～　　　Zi　lj円)j鰯‾言　岬ツﾌﾞ
瓦Σか・か

　　ｊ

か：今期の第i部門の設備投資のうちの第丿財，Zi : 第i部門減価償却額，瓦：今期の第i部門の

国内生産額，である。かのデータは，産業連関表の固定投資形成マトリックスによって計算し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巾22）
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得ることができる。また減価償却ｚパよ，日本の産業連関表では，表内の付加価値欄に掲載され

ている。第２項は第i部門の固定設備の限界資本構成であるが，これが平均資本構成と同一と仮

定し，財別構成比を表すとみなしている。

ｒ：商品別の労働量は，J�2009データベース内の労働関連データから算出している。具体的に

はＭａｎ-Ｈｏｕｒ（延べ労働）データを使用している。この部門別の数値を部門別粗生産額（固定価格

表示）で除した労働投入係数を実際には用いている。

ｋ：商品別の資本ストックは，JIP2009データベース内の資本関連データから算出している。具

体的には部門別純資本ストックデータを使用している。この部門別の数値を部門別粗生産額（固

定価格表示）で除した資本投入係数を実際には用いている。

価格変化率：各部門の価格変化率は，J�2009データベース内の部門別実質産出額と部門別名目

産出額から産出している。本稿では，固定価格表示のデータの場合，2000年を基準年としたデー

タを使用している。
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　付表１　実質投下労働量 単位： 労働時間

馨言　　　　部　　門　　名　　　　1970年　1975年　1980年　1985年　1990年　1995年　2000年　2005年

　１　米麦生産業　　　　　　　　　　3.44　　2.04　　1.79　　1.40　　1.21　　1.09　　0.82　　0.66

　2　その他の耕種農業　　　　　　　1.74　　1.49　　1.46　　1.16　　0.92　　0.93　　0.78　　0.78

　3　畜産・養蚕業　　　　　　　　　2.92　　1.92　　1.55　　1.03　　0.86　　0.83　　0.64　　0.64

　4　農業サービス　　　　　　　　　0.57　　0.70　　0.73　　0.76　　0.57　　0.58　　0.56　　0.55

　5　林　業　　　　　　　　　　　　　1.04　　0.95　　0.87　　0.64　　0.54　　0.37　　0.25　　0.26

　6　漁　業　　　　　　　　　　　　　0.57　　0.47　　0.46　　0.42　　0.38　　0.44　　0.44　　0.36

　7　鉱　業　　　　　　　　　　　　　0.70　　0.55　　0.43　　0.42　　0.34　　0.38　　0.30　　0.24

　8　畜産食料品　　　　　　　　　　1.92　　1.33　　1.00　　0.74　　0.66　　0.55　　0.48　　0.44

　9　水産食料品　　　　　　　　　　0.81　　0.61　　0.59　　0.51　　0.47　　0.37　　0.39　　0.33

　10　精穀・製粉　　　　　　　　　　2.26　　1.41　　1.36　　1.15　　0.96　　0.83　　0.59　　0.53

　11　その他の食料品　　　　　　　　0.94　　0.76　　0.63　　0.51　　0.50　　0.47　　0.41　　0.37

　12　飼料・有機質肥料　　　　　　　1.09　　0.82　　0.70　　0.65　　0.62　　0.59　　0.58　　0.70

　13　飲　料　　　　　　　　　　　　　0.78　　0.50　　0.40　　0.38　　0.32　　0.28　　0.24　　0.20

　14　たばこ　　　　　　　　　　　　　0.22　　0.15　　0.15　　0.14　　0.12　　0.10　　0.11　　0.08

　15　繊維製品　　　　　　　　　　　1.25　　0.94　　0.78　　0.64　　0.53　　0.51　　0.51　　0.46

　16　製材・木製品　　　　　　　　　0.94　　0.84　　0.69　　0.53　　0.46　　0.38　　0.35　　0.32

　17　家具・装備品　　　　　　　　　0.84　　0.66　　0.57　　0.48　　0.40　　0.38　　0.38　　0.35

　18　パルプ・紙・板紙・加工紙　　　0.73　　0.57　　0.45　　0.36　　0.30　　0.29　　0.27　　0.21

　19　紙加工品　　　　　　　　　　　0.74　　0.61　　0.50　　0.40　　0.33　　0.32　　0.29　　0.24

　20　印刷・製版・製本　　　　　　　0.64　　0.63　　0.59　　0.48　　0.38　　0.35　　0.32　　0.27

　21　皮革・皮革製品・毛皮　　　　　0.69　　0.62　　0.63　　0.53　　0.50　　0.47　　0.46　　0.42

　22　ゴム製品　　　　　　　　　　　　0.78　　0.70　　0.55　　0.46　　0.37　　0.34　　0.32　　0.27

　23　化学肥料　　　　　　　　　　　0.57　　0.64　　0.38　　0.29　　0.27　　0.24　　0.21　　0.17

　24　無機化学基礎製品　　　　　　　0.62　　0.63　　0.42　　0.33　　0.30　　0.28　　0.24　　0.19

　25　有機化学基礎製品　　　　　　　0.55　　0.45　　0.45　　0.29　　0.24　　0.27　　0.20　　0.↓6

　26　有機化学製品　　　　　　　　　0.73　　0.72　　0.50　　0.30　　0.26　　0.24　　0.22　　0.21

　27　ｲﾋ学繊維　　　　　　　　　　　1.45　　0.99　　0.61　　0.41　　0.33　　0.29　　0.27　　0.24

　28　ｲﾋ学最終製品　　　　　　　　　0.78　　0.67　　0.46　　0.33　　0.28　　0.26　　0.23　　0.↓9

　29　医薬品　　　　　　　　　　　　1.43　　1.00　　0.58　　0.37　　0.31　　0.27　　0.23　　0.17

　30　石油製品　　　　　　　　　　　0.38　　0.28　　0.29　　0.22　　0.19　　0.22　　0.18　　0.↓6

　3↓　石炭製品　　　　　　　　　　　0.33　　0.30　　0.40　　0.30　　0.27　　0.30　　0.20　　0.2↓

　32　ガラス・ガラス製品　　　　　　1.27　　0.91　　0.56　　0.42　　0.34　　0.33　　0.29　　0.21

　33　セメント・セメント製品　　　　0.57　　0.48　　0.48　　0.40　　0.34　　0.31　　0.30　　0.25

　34　陶磁器　　　　　　　　　　　　0.91　　0.89　　0.74　　0.63　　0.50　　0.45　　0.39　　0.29

　35　その他の窯業・土石製品　　　　0.67　　0.64　　0.51　　0.43　　0.39　　0.37　　0.33　　0.26

　36　銑鉄・粗鋼　　　　　　　　　　0.38　　0.35　　0.38　　0.31　　0.28　　0.25　　0.23　　0.↓9

　37　その他の鉄鋼　　　　　　　　　0.53　　0.45　　0.37　　0.32　　0.28　　0.27　　0.23　　0.19

　38　非鉄金属精錬・精製　　　　　　0.80　0.68　0.64　0.54　0.47　0.42　0.34　0.37

　39　非鉄金属加工製品　　　　　　　0.70　　0.59　　0.47　　0.41　　0.36　　0.33　　0.28　　0.24

　40　建設・建築用金属製品　　　　　0.96　　0.75　　0.57　　0.51　　0.44　　0.38　　0.34　　0.36

　4↓　その他の金属製品　　　　　　　0.80　　0.69　　0.55　　0.43　　0.37　　0.34　　0.31　　0.29

　42　一般産業機械　　　　　　　　　0.88　　0.71　　0.48　　0.40　　0.34　　0.32　　0.29　　0.24

　43　特殊産業機械　　　　　　　　　0.84　　0.71　　0.50　　0.41　　0.33　　0.31　　0.28　　0.23

　44　その他の一般機械　　　　　　　0.91　　0.70　　0.47　　0.37　　0.34　　0.32　　0.32　　0.27

　45　事務用・サービス用機器　　　　4.29　　1.86　　0.81　　0.63　　0.43　　0.35　　0.29　　0.20

　46　重電機器　　　　　　　　　　　0.90　　0.71　　0.46　　0.43　　0.35　　0.31　　0.28　　0.24

　47　民生用電子・電気機器　　　　　3.15　　1.95　　1.05　　0.75　　0.49　　0.38　　0.28　　0.16

　48　電子計算機・同付属装置　　　↓3.44　　5.43　　2.40　　0.95　　0.66　　0.41　　0.28　　0.09

　49　通信機器　　　　　　　　　　　2.61　　1.96　　↓.09　　0.95　　0.59　　0.45　　0.26　　0.↓6

　50　電子応用装置・電気計測器　　　1.10　　0.81　　0.56　　0.43　　0.32　　0.29　　0.26　　0.25

　5↓　半導体素子・集積回路　　　　　9.80　　4.↓2　　2.05　　1.63　　0.76　　0.45　　0.27　　0.↓6

　52　電子部品　　　　　　　　　　　3.43　　2.23　　1.30　　0.90　　0.61　　0.39　　0.29　　0.20

　53　その他の電気機器　　　　　　　0.83　　0.77　　0.49　　0.45　　0.35　　0.34　　0.29　　0.23

　54　自動車　　　　　　　　　　　　　0.98　　0.71　　0.44　　0.39　　0.34　　0.30　　0.27　　0.22

　55　自動車部品・同付属品　　　　　0.98　　0.70　　0.46　　0.38　　0.32　　0.29　　0.27　　0.21

　56　その他の輸送用機械　　　　　　0.85　　0.76　　0.62　　0.51　　0.41　　0.37　　0.32　　0.24

　57　精密機器　　　　　　　　　　　1.17　　0.91　　0.59　　0.45　　0.37　　0.34　　0.30　　0.24
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馨苛　　　　部　　門　　名　　　　1970年　1975年　1980年　1985年　1990年　1995年　2000年　2005年

　58　プラスチック製品　　　　　　　0.85　　0.73　　0.57　　0.41　　0.36　　0.33　　0.31　　0.25

　59　その他の製造工業製品　　　　　1.69　　0.98　　0.78　　0.59　　0.45　　0.44　　0.36　　0.31

　60　建築業　　　　　　　　　　　　0.56　　0.49　　0.44　　0.42　　0.35　　0.37　　0.35　　0.30

　61　土木業　　　　　　　　　　　　0.62　　0.54　　0.52　　0.42　　0.33　　0.36　　0.35　　0.36

　62　電気業　　　　　　　　　　　　0.60　　0.43　　0.32　　0.28　　0.26　　0.28　　0.23　　0.18

　63　ガス・熱供給業　　　　　　　　0.72　　0.53　　0.40　　0.35　　0.27　　0.31　　0.26　　0.18

　64　上水道業　　　　　　　　　　　0.30　　0.29　　0.30　　0.30　　0.27　　0.26　　0.27　　0.24

　65　工業用水道業　　　　　　　　　0.30　　0.26　　0.25　　0.23　　0.21　　0.25　　0.25　　0.23

　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　0.14　　0.14　　0.18　　0.19　　0.22　　0.27　　0.27　　0.29

　67　卸売業　　　　　　　　　　　　0.93　　0.70　　0.52　　0.47　　0.33　　0.26　　0.23　　0.19

　68　小売業　　　　　　　　　　　　1.32　　1.01　　0.77　　0.66　　0.55　　0.49　　0.47　　0.45

　69　金融業　　　　　　　　　　　　0.60　　0.48　　0.39　　0.32　　0.23　　0.22　　0.18　　0.14

　70　保険業　　　　　　　　　　　　0.78　　0.42　　0.39　　0.32　　0.24　　0.24　　0.25　　0.21

　71　不動産業　　　　　　　　　　　0.22　　0.20　　0.19　　0.21　　0.25　　0.30　　0.33　　0.32

　72　住　宅　　　　　　　　　　　　　0.24　　0.24　　0.21　　0.19　　0.16　　0.16　　0.15　　0.12

　73　鉄道業　　　　　　　　　　　　0.55　　0.47　　0.47　　0.39　　0.31　　0.29　　0.26　　0.23

　74　道路運送業　　　　　　　　　　0.54　　0.50　　0.47　　0.40　　0.39　　0.35　　0.35　　0.33

　75　水運業　　　　　　　　　　　　0.71　　0.53　　0.41　　0.37　　0.26　　0.27　　0.26　　0.16

　76　航空運輸業　　　　　　　　　　0.83　　0.52　　0.38　　0.32　　0.23　　0.23　　0.22　　0.17

　77　その他運輸業・梱包　　　　　　0.72　　0.65　　0.49　　0.50　　0.44　　0.45　　0.48　　0.43

　78　電信・電話業　　　　　　　　　1.31　　0.79　　0.67　　0.50　　0.38　　0.31　　0.25　　0.18

　79　郵便業　　　　　　　　　　　　0.54　　0.47　　0.43　　0.44　　0.36　　0.40　　0.41　　0.42

　80　教育（民間・非営利）　　　　　0.44　　0.36　　0.29　　0.28　　0.28　0.29　　0.33　　0.35

　81　研究機関（民間）　　　　　　　1.09　　↓.12　　0.58　　0.54　　0.49　　0.36　　0.39　　0.40

　82　医療（民間）　　　　　　　　　0.59　　0.38　　0.32　　0.29　　0.29　　0.28　　0.27　　0.24

　83　保健衛生（民間・非営利）　　　0.64　　0.36　　0.35　　0.31　　1.09　　↓.13　　1.03　　↓.07

　84　その他公共サービス　　　　　　1.85　　1.14　　0.71　　0.52　　1.10　　1.01　　0.96　　0.86

　85　広告業　　　　　　　　　　　　0.41　　0.32　　0.31　　0.29　　0.27　　0.27　　0.25　　0.26

　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　1.49　　0.89　　1.07　　0.76　　0.54　　0.50　　0.33　　0.16

　87　自動車整備・修理業　　　　　　0.56　　0.56　　0.45　　0.38　　0.34　　0.35　　0.32　　0.26

　88　その他の対事業所サービス　　　0.57　　0.46　　0.40　　0.40　　0.39　　0.35　　0.35　　0.31

　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　0.31　　0.34　　0.32　　0.29　　0.25　　0.33　　0.30　　0.25

　90　放送業　　　　　　　　　　　　0.33　　0.26　　0.24　　0.24　　0.27　　0.27　　0.27　　0.25

　91　情報サービス業　　　　　　　　　0.83　　0.58　　0.38　　0.44　　0.48　　0.38　　0.31　　0.31

　92　出版・新聞業　　　　　　　　　0.43　　0.39　　0.32　　0.29　　0.29　　0.29　　0.29　　0.27

　93　その他の映像・音声･文字情報制作業　　1.01　　↓.22　　1.59　　0.62　　0.39　　0.52　　0.44　　0.44

　94　飲食店　　　　　　　　　　　　0.74　　0.67　　0.67　　0.60　　0.59　　0.54　　0.53　　0.48

　95　旅館業　　　　　　　　　　　　0.77　　0.56　　0.53　　0.50　　0.42　　0.43　　0.38　　0.35

　96　洗濯・理容・美容・浴場業　　　0.68　　0.84　　0.74　　0.63　　0.59　　0.60　　0.51　　0.57

　97　その他の対個人サービス　　　　1.72　　1.14　　0.91　　0.77　　0.54　　0.52　　0.42　　0.41

　98　教育（政府）　　　　　　　　　0.47　　0.36　　0.32　　0.29　　0.25　　0.22　　0.21　　0.17

　99　研究機関（政府）　　　　　　　0.39　　0.32　　0.29　　0.23　　0.20　　0.17　　0.18　　0.18

　100　医療（政府）　　　　　　　　　1.01　　0.77　　0.64　　0.56　　0.43　　0.42　　0.39　　0.38

　101　保健衛生（政府）　　　　　　　0.26　　0.28　　0.29　　0.26　　0.25　　0.24　　0.26　　0.19

　102　社会保険・社会福祉（政府）　　0.45　　0.58　　0.57　　0.46　　0.43　　0.34　　0.31　　0.30

　103　その他（政府）　　　　　　　　0.58　　0.46　　0.40　　0.36　　0.33　　0.31　　0.28　　0.21

　104　医療（非営利）　　　　　　　1.10　0.57　0.50　0.39　0.35　0.35　0.32　0.30

　105　社会保険・社会福祉（非営利）　0.21　　0.23　　0.28　　0.30　　0.35　　0.42　　0.31　　0.36

　106　研究機関（非営利）　　　　　2.54　2.97　2.77　2.81　2.76　3.39　3.48　1.41

　107　その他（非営利）　　　　　　0.53　0.40　0.37　0.38　0.36　0.36　0.44　0.36

　108　分類不明　　　　　　　　　　　0.61　　0.65　　0.47　　0.38　　0.32　　0.20　　0.22　　0.19

　　　全産業平均　　　　　　　　0.93　0.67　0.53　0.45　0.37　0.34　0.31　0.26

　　　算術平均　　　　　　　1.15　0.81　0.62　0.50　0.43　0.41　0.37　0.31

　　　製造業平均　　　　　　　　1.19　0.83　0.63　0.51　0.41　0.35　0.31　0.24

　　　非製造業平均　　　　　　　　　0.81　　0.62　　0.50　　0.42　　0.36　　0.33　　0.31　　0.26

注１）

注２）

2000年価格の固定価格表示。全ての付表の数値も同様。

分類不明部門の直接労働量はＯとして計算した。
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付表２ 実質投下資本量（稼働率調整済）
単位:100万円

馨言　　　　部　　門　　名　　　　1970年　1975年　1980年　1985年　1990年　1995年　2000年

　１　米麦生産業　　　　　　　　　　　4.66　　4.17　　7.66　　9.07　　10.96　　14.29　　16.14

　2　その他の耕種農業　　　　　　　2.78　　2.20　　2.48　　2.60　　2.91　　3.93　　4.60

　3　畜産・養蚕業　　　　　　　　　4.92　　3.87　　4.23　　3.84　　3.83　　5.31　　5.76

　4　農業サービス　　　　　　　　　　3.20　　2.95　　3.27　　3.27　　3.11　　3.53　　4.12

　5　林　業　　　　　　　　　　　　　4.11　　4.79　　7.93　　6.85　　8.52　　7.53　　6.71

　6　漁　業　　　　　　　　　　　　　1.91　　1.89　　2.47　　2.17　　2.66　　4.40　　4.55

　7　鉱　業　　　　　　　　　　　　　1.84　　1.82　　1.91　　2.09　　2.33　　3.26　　3.01

　8　畜産食料品　　　　　　　　　　3.39　　2.89　　2.85　　2.68　　3.01　　3.45　　3.88

　9　水産食料品　　　　　　　　　　2.09　　1.90　　2.15　　2.09　　2.55　　2.47　　2.71

　10　精穀・製粉　　　　　　　　　　2.62　　2.26　　4.20　　4.14　　5.89　　7.80　　8.04

　11　その他の食料品　　　　　　　　1.45　　1.58　　1.70　　1.61　　2.23　　2.81　　2.93

　12　飼料・有機質肥料　　　　　　　1.56　　1.57　　1.69　　1.80　　2.35　　2.94　　3.70

　13　飲　料　　　　　　　　　　　　　1.36　　1.29　　1.60　　1.95　　2.28　　2.48　　2.96

　14　たばこ　　　　　　　　　　　　　　0.47　　0.38　　0.51　　0.57　　0.72　　0.76　　0.94

　15　繊維製品　　　　　　　　　　　2.21　　2.17　　2.02　　1.83　　1.97　　2.37　　2.85

　16　製材・木製品　　　　　　　　　1.94　　2.47　　3.17　　2.84　　3.37　　3.04　　2.56

　17　家具・装備品　　　　　　　　　1.39　　1.32　　1.42　　1.39　　1.71　　2.00　　2.13

　18　パルプ・紙・板紙・加工紙　　　1.89　　2.14　　2.48　　2.27　　2.78　　3.13　　3.39

　19　紙加工品　　　　　　　　　　　1.68　　1.78　　1.94　　1.71　　2.06　　2.41　　2.57

　20　印刷・製版・製本　　　　　　　1.01　　1.23　　1.58　　1.45　　1.65　　1.88　　2.12

　21　皮革・皮革製品・毛皮　　　　　0.95　　1.07　　1.25　　1.33　　1.68　　1.87　　2.09

　22　ゴム製品　　　　　　　　　　　　1.67　　2.09　　2.14　　1.90　　2.11　　2.34　　2.57

　23　ｲﾋ学肥料　　　　　　　　　　　　2.74　　3.57　　3.13　　2.95　　3.65　　3.45　　3.42

　24　無機化学基礎製品　　　　　　　3.09　　3.94　　3.54　　3.18　　3.83　　3.77　　3.69

　25　有機化学基礎製品　　　　　　　1.99　　2.05　　2.67　　2.09　　2.19　　3.13　　2.78

　26　有機化学製品　　　　　　　　　2.85　　3.97　　3.62　　2.64　　2.86　　3.10　　3.37

　27　ｲﾋ学繊維　　　　　　　　　　　　6.94　　6.29　　5.35　　4.22　　4.51　　4.51　　4.50

　28　ｲﾋ学最終製品　　　　　　　　　2.56　　2.85　　2.55　　2.10　　2.23　　2.43　　2.45

　29　医薬品　　　　　　　　　　　　　4.21　　3.55　　2.85　　2.13　　2.35　　2.46　　2.44

　30　石油製品　　　　　　　　　　　1.16　　1.↓2　　1.45　　1.26　　1.52　　2.24　　2.27

　31　石炭製品　　　　　　　　　　　1.08　　1.34　　2.06　　1.82　　2.33　　3.15　　2.39

　32　ガラス・ガラス製品　　　　　　3.37　　3.09　　2.69　　2.19　　2.39　　2.65　　2.53

　33　セメント・セメント製品　　　　1.47　　1.49　　2.07　　1.88　　2.07　　2.19　　2.34

　34　陶磁器　　　　　　　　　　　　2.31　　2.15　　2.26　　1.99　　2.05　　2.33　　2.28

　35　その他の窯業・土石製品　　　　1.74　　1.97　　2.24　　1.89　　2.22　　2.52　　2.74

　36　銑鉄・粗鋼　　　　　　　　　　3.65　　3.37　　3.73　　3.48　　3.81　　3.44　　3.75

　37　その他の鉄鋼　　　　　　　　　2.73　　2.86　　2.93　　2.97　　3.41　　3.64　　3.70

　38　非鉄金属精錬・精製　　　　　　2.58　　3.07　　4.86　　3.5↓　　3.37　　3.70　　3.72

　39　非鉄金属加工製品　　　　　　　2.55　　2.53　　2.95　　2.60　　2.64　　3.10　　3.13

　40　建設・建築用金属製品　　　　　2.24　　2.↓9　　2.↓9　　2.07　　2.42　　2.47　　2.47

　41　その他の金属製品　　　　　　　1.95　　1.93　　1.95　　1.75　　2.06　　2.28　　2.29

　42　一般産業機械　　　　　　　　　1.93　　1.83　　1.80　　2.03　　2.15　　2.35　　2.44

　43　特殊産業機械　　　　　　　　　1.87　　1.82　　1.83　　2.03　　1.99　　2.21　　2.23

　44　その他の一般機械　　　　　　　2.20　　1.97　　1.84　　1.72　　1.96　　2.19　　2.43

　45　事務用・サービス用機器　　　　11.84　　5.28　　2.98　　2.5↓　　2.19　　2.24　　2.23

　46　重電機器　　　　　　　　　　　2.32　　2.↓3　　2.00　　2.03　　2.30　　2.57　　3.00

　47　民生用電子・電気機器　　　　　5.41　　4.18　　3.38　　3.15　　2.86　　3.02　　2.85

　48　電子計算機・同付属装置　　　　26.12　　15.24　　10.05　　3.97　　3.73　　2.79　　2.35

　49　通信機器　　　　　　　　　　　8.94　　7.↓2　　5.50　　5.7↓　　3.73　　3.23　　2.21

　50　電子応用装置・電気計測器　　　1.84　　1.92　　1.79　　1.65　　1.70　　1.86　　2.00

　51　半導体素子・集積回路　　　　　26.83　　10.74　　6.99　　6.34　　4.76　　3.40　　2.61

　52　電子部品　　　　　　　　　　　5.50　　4.31　　3.29　　2.55　　2.65　　2.24　　2.06

　53　その他の電気機器　　　　　　　1.64　　1.94　　1.78　　1.74　　1.82　　2.36　　2.43

　54　自動車　　　　　　　　　　　　　2.82　　2.88　　2.39　　2.2↓　　2.57　　2.64　　2.63

　55　自動車部品・同付属品　　　　　2.56　　2.65　　2.33　　2.00　　2.37　　2.50　　2.61

　56　その他の輸送用機械　　　　　　1.90　　2.55　　2.83　　2.68　　2.82　　2.88　　2.87

　57　精密機器　　　　　　　　　　　2.02　　1.79　　1.88　　1.89　　1.99　　2.23　　2.42
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馨苛　　　　部　　門　　名　　　　1970年　1975年　1980年　1985年　1990年　1995年　2000年

　58　プラスチック製品　　　　　　　2.18　　2.61　　2.65　　2.26　　2.59　　2.72　　2.78

　59　その他の製造工業製品　　　　　2.94　　2.43　　2.59　　2.37　　2.44　　2.88　　2.72

　60　建築業　　　　　　　　　　　　1.04　　1.05　　1.20　　1.27　　1.43　　1.68　　1.74

　61　土木業　　　　　　　　　　　　1.12　　1.14　　1.34　　1.34　　1.37　　1.66　　1.84

　62　電気業　　　　　　　　　　　　3.80　　4.36　　6.35　　5.99　　6.08　　6.40　　6.59

　63　ガス・熱供給業　　　　　　　　3.43　　3.56　　3.68　　3.54　　3.13　　3.95　　3.96

　64　上水道業　　　　　　　　　　　　4.25　　5.61　　6.42　　8.28　　8.71　　10.13　　12.57

　65　工業用水道業　　　　　　　　　↓1.11　　↓0.72　　14.00　　16.56　　17.6↓　　17.2↓　　↓8.22

　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　0.36　　0.30　　0.52　　0.60　　1.01　　1.68　　1.90

　67　卸売業　　　　　　　　　　　　　1.54　　↓.66　　1.73　　1.70　　1.72　　1.65　　1.63

　68　小売業　　　　　　　　　　　　　1.25　　1.55　　1.69　　1.65　　1.81　　1.78　　1.78

　69　金融業　　　　　　　　　　　　1.60　　1.44　　1.35　　1.17　　1.06　　1.25　　1.25

　70　保険業　　　　　　　　　　　　1.49　　0.93　　1.02　　0.97　　0.98　　1.24　　1.59

　71　不動産業　　　　　　　　　　　　1.75　　2.45　　2.84　　4.07　　6.23　　9.76　　10.81

　72　住　宅　　　　　　　　　　　　　2.82　　4.64　　6.06　　5.90　　5.58　　5.29　　5.27

　73　鉄道業　　　　　　　　　　　　3.64　　4.08　　6.36　　7.17　　7.06　　7.57　　8.39

　74　道路運送業　　　　　　　　　　1.12　　1.35　　1.76　　2.13　　2.65　　2.79　　3.25

　75　水運業　　　　　　　　　　　　2.43　　3.06　　3.50　　4.13　　3.78　　4.18　　5.14

　76　航空運輸業　　　　　　　　　　3.24　　2.82　　3.26　　3.07　　3.00　　3.7↓　　4.04

　77　その他運輸業・梱包　　　　　　1.64　　↓.90　　1.59　　1.69　　2.27　　3.00　　4.29

　78　電信・電話業　　　　　　　　　↓1.02　　8.03　　9.56　　7.53　　6.↓↓　　5.59　　4.45

　79　郵便業　　　　　　　　　　　　0.53　　0.59　　0.81　　0.89　　0.94　　1.39　　1.66

　80　教育（民間・非営利）　　　　　1.90　　↓.54　　1.22　　1.60　　2.↓0　　2.63　　3.40

　81　研究機関（民間）　　　　　　　1.99　　3.13　　2.20　　2.35　　2.96　　2.72　　3.12

　82　医療（民間）　　　　　　　　　0.97　　↓.01　　1.1 1　　1 .32　　1.85　　2.03　　2.11

　83　保健衛生（民間・非営利）　　　0.26　　0.24　　0.41　　0.39　　0.99　　1.28　　1.37

　84　その他公共サービス　　　　　　0.93　　0.87　　0.89　　0.66　　1.42　　1.60　　2.05

　85　広告業　　　　　　　　　　　　0.69　　0.68　　0.90　　1.1 1　　1 . 45　　1.92　　2.06

　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　4.27　　4.13　　5.94　　5.49　　7.64　　8.75　　6.48

　87　自動車整備・修理業　　　　　　0.94　　↓.53　　1.56　　1.34　　1.69　　1.84　　1.92

　88　その他の対事業所サービス　　　0.55　　0.62　　0.70　　0.78　　1.↓3　　1.20　　1.32

　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　0.62　　1.13　　1.36　　1.43　　1.62　　2.74　　2.90

　90　放送業　　　　　　　　　　　　1.02　　↓.06　　1.32　　1.49　　1.92　　2.47　　2.93

　91　情報サービス業　　　　　　　　　1.17　　↓.19　　0.86　　1.19　　1.8↓　　1.67　　1.60

　92　出版・新聞業　　　　　　　　　0.79　　0.91　　0.99　　1.06　　1.41　　1.84　　2.14

　93　その他の映像・音声･文字情報制作業　　1.30　　　↓.69　　　2.36　　　1.21　　　1.08　　　1.79　　　2.01

　94　飲食店　　　　　　　　　　　　0.81　　1.05　　1.38　　1.44　　1.83　　2.06　　2.28

　95　旅館業　　　　　　　　　　　　　1.90　　1.67　　2.03　　2.58　　2.93　　3.55　　3.35

　96　洗濯・理容・美容・浴場業　　　0.58　　↓.15　　1.38　　1.19　　1.23　　1.57　　1.55

　97　その他の対個人サービス　　　　0.88　　0.90　　1.16　　1.43　　1.39　　1.62　　1.60

　98　教育（政府）　　　　　　　　　1.05　　↓.24　　1.45　　1.48　　1.4↓　　1.46　　1.49

　99　研究機関（政府）　　　　　　　1.23　　1.20　　1.70　　1.89　　3.15　　4.57　　4.54

　100　医療（政府）　　　　　　　　　1.16　　1.20　　1.64　　2.84　　2.61　　2.74　　2.70

　101　保健衛生（政府）　　　　　　　0.31　　0.33　　0.52　　0.57　　0.80　　0.86　　1.12

　102　社会保険・社会福祉（政府）　　1.37　　1.41　　1.35　　1.10　　1.45　　1.38　　1.53

　103　その他（政府）　　　　　　　　1.59　　1.56　　1.96　　2.17　　2.72　　3.57　　4.00

　104　医療（非営利）　　　　　　　　1.93　　1.04　　1.19　　1.24　　1.65　　2.18　　2.25

　105　社会保険・社会福祉（非営利）　0.34　　0.42　　0.48　　0.55　　0.90　　1.30　　1.24

　106　研究機関（非営利）　　　　　　2.21　　11.13　　13.60　　15.98　　15.06　　14.64　　14.01

　107　その他（非営利）　　　　　　　0.42　　0.54　　0.76　　1.10　　1.33　　1.64　　2.35

　108　分類不明　　　　　　　　　　　1.42　　1.66　　2.08　　2.03　　1.78　　1.44　　1.95

　　　全産業平均　　　　　　　　2.10　　↓.97　　2.24　　2.26　　2.43　　2.67　　2.78

　　　算術平均　　　　　　　2.82　　2.60　　2.80　2.71　　2.97　　3.31　　3.45

　　　製造業平均　　　　　　　　2.76　　2.46　　2.60　　2.31　　2.52　　2.69　　2.73

　　　非製造業平均　　　　　　　　　　1.78　　1.80　　2.12　　2.24　　2.40　　2.68　　2.80

(1227)



394 立命館経済学（第59巻・第６号）

付表３ 実質投下資本量（稼働率未調整）
単位:100万円

馨言　　　　部　　門　　名　　　　1970年　1975年　1980年　1985年　1990年　1995年　2000年　2005年

　１　米麦生産業　　　　　　　　　　4.69　　4.56　　7.92　　9.23　12.48　14.81　16.78　18.19

　2　その他の耕種農業　　　　　　　2.81　　2.53　　2.70　　2.88　　3.18　　4.30　　5.18　　6.04

　3　畜産・養蚕業　　　　　　　　　4.96　　4.32　　4.34　　4.04　　4.08　　5.61　　6.12　　7.04

　4　農業サービス　　　　　　　　　3.22　　3.77　　3.97　　3.85　　4.03　　4.47　　4.78　　4.21

　5　林　業　　　　　　　　　　　　　4.14　　5.60　　7.97　　9.13　　8.59　　7.62　　6.79　　7.90

　6　漁　業　　　　　　　　　　　　　1.96　　2.00　　2.51　　2.80　　3.22　　4.77　　5.10　　4.75

　7　鉱　業　　　　　　　　　　　　　1.89　　2.22　　1.98　　2,42　　2.47　　3.49　　3.26　　3.14

　8　畜産食料品　　　　　　　　　　3.43　　3.23　　2.96　　2.86　　3.23　　3.71　　4.19　　4.56

　9　水産食料品　　　　　　　　　　2.23　　2.08　　2.25　　2.56　　2.95　　2.70　　3.02　　2.87

　10　精穀・製粉　　　　　　　　　　2.64　　2.49　　4.36　　4.25　　6.69　　8.11　　8.40　　9.55

　11　その他の食料品　　　　　　　　1.48　　1.82　　1.83　　1.77　　2.44　　3.05　　3.20　　3.46

　12　飼料・有機質肥料　　　　　　　1.60　　1.81　　1.79　　1.99　　2.58　　3.21　　4.07　　5.77

　13　飲　料　　　　　　　　　　　　　1.39　　1.48　　1.71　　2.10　　2.56　　2.70　　3.24　　2.98

　14　たばこ　　　　　　　　　　　　　0.50　　0.44　　0.55　　0.65　　0.78　　0.84　　1.05　　1.24

　15　繊維製品　　　　　　　　　　　2.28　　2.56　　2.18　　2.01　　2.12　　2.65　　3.24　　3.84

　16　製材・木製品　　　　　　　　　1.98　　2.95　　3.26　　3.54　　3.46　　3.26　　2.82　　3.67

　17　家具・装備品　　　　　　　　　1.43　　1.60　　1.51　　1.61　　1.81　　2.24　　2.41　　2.56

　18　パルプ・紙・板紙・加工紙　　　2.12　　2.94　　2.79　　2.62　　2.92　　3.36　　3.61　　3.84

　19　紙加工品　　　　　　　　　　　2.03　　2.46　　2.23　　1.97　　2.18　　2.59　　2.74　　2.92

　20　印刷・製版・製本　　　　　　　1.06　　1.56　　1.72　　1.62　　1.75　　2 12　　2.41　　2.36

　21　皮革・皮革製品・毛皮　　　　　0.98　　1.27　　1.33　　1.46　　1.80　　2.09　　2.36　　2.40

　22　ゴム製品　　　　　　　　　　　　1.73　　2.54　　2.31　　2.14　　2.27　　2.62　　2.88　　3.04

　23　化学肥料　　　　　　　　　　　2.85　　4.37　　3.43　　3.32　　3.80　　3.78　　3.81　　4.46

　24　無機化学基礎製品　　　　　　　3.24　　4.80　　3.84　　3.57　　4.01　　4.12　　4.09　　4.62

　25　有機化学基礎製品　　　　　　　2.05　　2.49　　2.91　　2.38　　2.33　　3.40　　3.07　　3.52

　26　有機化学製品　　　　　　　　　2.96　　4.89　　3.99　　2.97　　3.01　　3.39　　3.74　　4.98

　27　ｲﾋ学繊維　　　　　　　　　　　7.20　　7.85　　5.98　　4.76　　4.69　　4.95　　5.03　　6.50

　28　ｲﾋ学最終製品　　　　　　　　　2.68　　3.52　　2.81　　2.36　　2.36　　2.66　　2.71　　2.8↓

　29　医薬品　　　　　　　　　　　　4.38　　4.34　　3.12　　2.38　　2.50　　2.70　　2.71　　2.54

　30　石油製品　　　　　　　　　　　↓.19　　1.35　　↓.56　　1.47　　↓.64　　2 42　　2.48　　2.77

　3↓　石炭製品　　　　　　　　　　　↓.1 1　　1 .60　　2.24　　2.↓1　　2.55　　3.43　　2.64　　3.66

　32　ガラス・ガラス製品　　　　　　3.52　　3.83　　2.86　　2.52　　2.59　　3.03　　2.98　　3.00

　33　セメント・セメント製品　　　　↓.53　　1.83　　2.19　　2.↓4　　2.25　　2.49　　2.72　　2.86

　34　陶磁器　　　　　　　　　　　　2.39　　2.71　　2.40　　2.30　　2.23　　2.64　　2.65　　2.44

　35　その他の窯業・土石製品　　　　↓.80　　2 42　　2.37　　2.↓7　　2.41　　2.85　　3.23　　4.00

　36　銑鉄・粗鋼　　　　　　　　　　3.68　　4.20　　4.31　　4.↓7　　4.17　　3.99　　4.30　　4.82

　37　その他の鉄鋼　　　　　　　　　2.78　　3.53　　3.38　　3.57　　3.75　　4.29　　4.28　　4.21

　38　非鉄金属精錬・精製　　　　　　2.73　3.84　5.12　4.00　3.59　4.↓0　4.09　　5.57

　39　非鉄金属加工製品　　　　　　　2.65　　3.27　　3.16　　2.98　　2.81　　3.46　　3.46　　3.65

　40　建設・建築用金属製品　　　　　2.29　　2.81　　2.48　　2 42　　2.59　　2.79　　2.78　　3.↓9

　4↓　その他の金属製品　　　　　　　2.00　　2.48　　2.19　　2.05　　2.20　　2.57　　2.58　　2.64

　42　一般産業機械　　　　　　　　　↓.98　　2.35　　↓.96　　2.24　　2.28　　2.82　　2.96　　2.86

　43　特殊産業機械　　　　　　　　　↓.92　　2.35　　↓.99　　2.22　　2.11　　2.65　　2.70　　2.67

　44　その他の一般機械　　　　　　　2.25　　2.58　　2.01　　1.89　　2.08　　2.63　　2.95　　2.94

　45　事務用・サービス用機器　　　↓2.05　　6.71　　3.23　　2.75　　2.40　　2.59　　2.56　　2.36

　46　重電機器　　　　　　　　　　　2.39　　2.67　　2.18　　2.24　　2.54　　3.01　　3.49　　3.80

　47　民生用電子・電気機器　　　　　5.62　　5.21　　3.65　　3.44　　3.14　　3.52　　3.31　　2.73

　48　電子計算機・同付属装置　　　26.91　19.20　10.83　　4.32　　4.11　　3.21　　2.70　　1.27

　49　通信機器　　　　　　　　　　　9.10　　9.↓6　　5.95　　6.↓2　　4.13　　3.72　　2.53　　2.02

　50　電子応用装置・電気計測器　　　1.91　　2.39　　1.92　　1.80　　1.87　　2.13　　2.29　　3.00

　5↓　半導体素子・集積回路　　　　27.50　13.65　　7.51　　6.87　　5.26　　3.96　　3.03　　2.78

　52　電子部品　　　　　　　　　　　5.71　　5.38　　3.54　　2.82　　2.89　　2.56　　2.35　　2.20

　53　その他の電気機器　　　　　　　↓.70　　2 42　　↓.92　　1.92　　2.00　　2.71　　2.78　　2.87

　54　自動車　　　　　　　　　　　　　2.90　　3.60　　2.51　　2.46　　2.77　　3.27　　3.26　　3.↓9

　55　自動車部品・同付属品　　　　　2.63　　3.31　　2.48　　2.24　　2.56　　3.07　　3.22　　2.92

　56　その他の輸送用機械　　　　　　↓.95　　3.↓7　　3.03　　3.01　　3.05　　3.53　　3.49　　3.43

　57　精密機器　　　　　　　　　　　2.08　　2.35　　2.04　　2.03　　2.18　　2.66　　2.82　　3.17
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馨苛　　　　部　　門　　名　　　　1970年　1975年　1980年　1985年　1990年　1995年　2000年　2005年

　58　プラスチック製品　　　　　　　2.26　　3.24　　2.93　　2.53　　2 72　　2.99　　3.］ユ　　3.19

　59　その他の製造工業製品　　　　　3.02　　2.97　　2.76　　2.63　　2.62　　3.22　　3.08　　3.34

　60　建築業　　　　　　　　　　　　1.07　　1.27　　1.27　　1.45　　1.52　　1.86　　1.94　　1.87

　61　土木業　　　　　　　　　　　　1.17　　1.36　　1.42　　1.57　　1.49　　1.89　　2 12　　2.40

　62　電気業　　　　　　　　　　　　4.32　　5.01　　6.52　　6.71　　6.34　　6.85　　7.06　　6.80

　63　ガス・熱供給業　　　　　　　　3.59　　4.17　　3.96　　3.84　　3.39　　4.19　　4.21　　4.00

　64　上水道業　　　　　　　　　　　4.52　　6.40　　8.06　　8.54　　9.01　10.90　13.63　14.44

　65　工業用水道業　　　　　　　　　11.18　↓2.30　14.32　17.31　18.13　18.57　19.82　20.87

　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　0.38　　0.35　　0.55　　0.66　　1.06　　1.84　　2.10　　2.27

　67　卸売業　　　　　　　　　　　　1.62　　↓.95　　1.79　　↓.92　　1.86　　↓.80　　1.78　　↓.72

　68　小売業　　　　　　　　　　　　1.32　　1.83　　1.74　　1.87　　1.93　　1.94　　1.95　　2.01

　69　金融業　　　　　　　　　　　　1.78　　1.63　　1.42　　1.28　　1.19　　1.36　　1.36　　1.20

　70　保険業　　　　　　　　　　　　1.67　　↓.13　　1.09　　↓.08　　1.06　　↓.38　　1.78　　↓.74

　71　不動産業　　　　　　　　　　　2.08　　2.73　　3.05　　4.27　　7.36　10.36　11.31　10.97

　72　住　宅　　　　　　　　　　　　　2.83　　5.20　　6.25　　6.32　　5.99　　5.98　　6.01　　5.85

　73　鉄道業　　　　　　　　　　　　3.81　　4.49　　6.48　　7.55　　7.45　　8.42　　9.40　　9.78

　74　道路運送業　　　　　　　　　　1.17　　1.55　　1.87　　2.25　　2.82　　3.15　　3.71　　3.85

　75　水運業　　　　　　　　　　　　2.47　　3.70　　3.61　　4.42　　3.99　　4.65　　5.71　　4.41

　76　航空運輸業　　　　　　　　　　3.35　　3.43　　3.38　　3.28　　3.26　　4.10　　4.50　　4.29

　77　その他運輸業・梱包　　　　　　1.89　　2.25　　1.69　　↓.88　　2.53　　3.33　　4.79　　5.32

　78　電信・電話業　　　　　　　　　11.40　　9.25　　9.88　　7 Q9　　6.82　　5.87　　4.63　　4.52

　79　郵便業　　　　　　　　　　　　0.58　　0.65　　0.84　　0.98　　1.01　　1.53　　1.83　　1.67

　80　教育（民間・非営利）　　　　　2.26　　↓.60　　1.32　　↓.69　　2.19　　2.82　　3.67　4.09

　81　研究機関（民間）　　　　　　　2 42　　3.55　　2.30　　2.52　　3.13　　2.87　　3.33　　3.32

　82　医療（民間）　　　　　　　　　1.01　　↓.17　　1.18　　↓.44　　1.98　　2.18　　2.28　　2.35

　83　保健衛生（民間・非営利）　　　0.27　　0.28　　0.43　　0.42　　1.09　　↓.39　　1.50　　↓.33

　84　その他公共サービス　　　　　　1.02　　0.99　　0.94　　0.73　　1.51　　1.77　　2.26　　2.89

　85　広告業　　　　　　　　　　　　0.72　　0.81　　0.97　　↓.30　　1.56　　2.10　　2.26　　2.85

　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　4.37　　4.62　　6.23　　6.19　　8.56　　9.82　　7.35　　4.87

　87　自動車整備・修理業　　　　　　0.96　　↓.83　　1.65　　↓.59　　1.80　　2.09　　2.19　　2.10

　88　その他の対事業所サービス　　　0.58　　0.71　　0.75　　0.90　　1.22　　↓.33　　1.47　　↓.27

　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　0.66　　1.25　　1.45　　1.56　　1.77　　2.97　　3.17　　3.10

　90　放送業　　　　　　　　　　　　1.08　　↓.15　　1.37　　↓.75　　2.03　　2.72　　3.24　　3.58

　91　情報サービス業　　　　　　　　　1.23　　↓.36　　0.99　　↓.30　　2.06　　↓.95　　1.84　　2.06

　92　出版・新聞業　　　　　　　　　0.83　　1.1 1　　1 .09　　1.17　　1.52　　2.02　　2.34　　2.60

　93　その他の映像・音声･文字情報制作業　　1.44　　↓.88　　2.47　　↓.33　　1.17　　↓.98　　2.25　　2.50

　94　飲食店　　　　　　　　　　　　0.84　　1.19　　1.45　　1.58　　2.01　　2.26　　2.52　　2.71

　95　旅館業　　　　　　　　　　　　1.99　　1.87　　2.25　　2.74　　3.33　　3.84　　3.66　　3.64

　96　洗濯・理容・美容・浴場業　　　0.61　　↓.26　　1.45　　↓.27　　1.32　　↓.73　　1.72　　2.02

　97　その他の対個人サービス　　　　0.92　　1.04　　1.27　　1.53　　1.57　　1.91　　1.87　　2.02

　98　教育（政府）　　　　　　　　　1.15　　↓.33　　1.49　　↓.64　　1.45　　↓.55　　1.60　　↓.31

　99　研究機関（政府）　　　　　　　1.25　　1.29　　1.84　　2.06　　3.43　　4.78　　4.81　　3.03

　100　医療（政府）　　　　　　　　　1.20　　1.37　　1.77　　3.02　　2.94　　3.10　　3.08　　3.30

　101　保健衛生（政府）　　　　　　　0.33　　0.36　　0.55　　0.63　　0.85　　0.93　　1.22　　↓.18

　102　社会保険・社会福祉（政府）　　1.66　　1.53　　1.43　　1.22　　1.54　　1.48　　1.65　　2.09

　103　その他（政府）　　　　　　　　1.63　　1.72　　2.04　　2.37　　2.86　　3.88　　4.38　　4.52

　104　医療（非営利）　　　　　　　1.98　1.15　1.27　1.36　1.74　2.38　2.46　2.64

　105　社会保険・社会福祉（非営利）　0.34　　0.46　　0.51　　0.59　　0.96　　1.42　　1.36　　1.29

　106　研究機関（非営利）　　　　　2.22　11.59　13.95　16.19　16.56　15.48　14.94　8.30

　107　その他（非営利）　　　　　　0.44　0.62　0.82　　1.19　　1.42　　1.81　　2.60　2.26

　108　分類不明　　　　　　　　　　　1.48　　1.95　　2.27　　2.24　　1.91　　1.58　　2.14　　2.22

　　　全産業平均　　　　　　　　2.19　2.31　2.37　2.49　2.63　2.95　3.09　3.03

　　　算術平均　　　　　　　2 92　3.11　2.99　2.99　3.21　3.64　3.81　3.89

　　　製造業平均　　　　　　　　2.84　3.04　2.82　2.59　2.73　3.05　3.11　3.20

　　　非製造業平均　　　　　　　　　1.86　　2.05　　2.22　　2.45　　2.60　　2.93　　3.09　　2.99
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付表４

立命館経済学（第59巻・第６号）

垂直統合型ＴＦＰ成長率（稼働率調整済） 単位：年率小数表示

馨言　　　　部　　門　　名　　　　　70-75　　75-80　　80-85　　85-90　　90-95　　95-00

　1　米麦生産業　　　　　　　　　　　0.101　　　0.015　　　0.028　　－0.001　　－0.009　　　0.014

　2　その他の耕種農業　　　　　　　　0.035　　0.003　　0.040　　0.029　　－0.020　　0.014

　3　畜産・養蚕業　　　　　　　　　　0.083　　　0.041　　　0.079　　0.035　　－0.007　　　0.019

　4　農業サービス　　　　　　　　　　ー0.042　　－0.008　　－0.008　　　0.058　　－0.003　　　0.007

　5　林　業　　　　　　　　　　　　　　　－0.014　　－0.048　　　0.046　　－0.002　　　0.050　　　0.044

　6　漁　業　　　　　　　　　　　　　　　0.027　　－0.005　　　0.018　　　0.008　　－0.050　　－0.002

　7　鉱　業　　　　　　　　　　　　　　　0.034　　　0.030　　－0.006　　　0.025　　－0.034　　　0.041

　8　畜産食料品　　　　　　　　　　　0.056　　0.042　　0.046　　0.012　　0.025　　0.016

　9　水産食料品　　　　　　　　　　　0.038　　－0.005　　0.019　　－0.010　　0.036　　－0.014

　10　精穀・製粉　　　　　　　　　　　0.057　　－0.054　　　0.023　　－0.003　　－0.005　　　0.039

　11　その他の食料品　　　　　　　　　0.037　　0.035　　0.038　　－0.011　　0.006　　0.023

　12　飼料・有機質肥料　　　　　　　　0.019　　0.021　　0.009　　－0.007　　0.001　　－0.013

　13　飲　料　　　　　　　　　　　　　　　0.051　　　0.014　　－0.003　　　0.011　　　0.013　　　0.001

　14　たばこ　　　　　　　　　　　　　　　0.080　　－0.004　　　0.006　　　0.013　　　0.021　　－0.030

　15　繊維製品　　　　　　　　　　　　0.049　　0.039　　0.040　　0.038　　0.007　　0.001

　16　製材・木製品　　　　　　　　　　0.015　　0.037　　0.052　　0.028　　0.036　　0.019

　17　家具・装備品　　　　　　　　　　0.042　　0.028　　0.030　　0.025　　0.006　　0.000

　18　パルプ・紙・板紙・加工紙　　　　0.020　　0.022　　0.034　　0.011　　－0.003　　0.007

　19　紙加工品　　　　　　　　　　　　0.026　　0.040　　0.042　　0.024　　0.002　　0.013

　20　印刷・製版・製本　　　　　　　　0.001　　0.011　　0.041　　0.044　　0.012　　0.006

　21　皮革・皮革製品・毛皮　　　　　　0.021　　－0.004　　0.036　　0.009　　0.013　　0.002

　22　ゴム製品　　　　　　　　　　　　0.004　　　0.039　　　0.035　　　0.038　　　0.018　　　0.0]ユ

　23　ｲﾋ学肥料　　　　　　　　　　　　－0.037　　　0.062　　　0.030　　－0.017　　　0.016　　　0.012

　24　無機化学基礎製品　　　　　　　－0.023　　0.055　　0.036　－0.003　　0.010　　0.018

　25　有機化学基礎製品　　　　　　　　0.030　　－0.005　　0.071　　0.004　　－0.056　　0.043

　26　有機化学製品　　　　　　　　　－0.034　　　0.048　　0.082　　0.003　　－0.002　　0.000

　27　ｲﾋ学繊維　　　　　　　　　　　　0.052　　0.079　　　0.067　　0.025　　　0.019　　　0.012

　28　ｲﾋ学最終製品　　　　　　　　　　0.009　　0.057　　0.054　　0.010　　－0.001　　0.011

　29　医薬品　　　　　　　　　　　　　0.049　　　0.074　　　0.071　　　0.007　　　0.010　　0.016

　30　石油製品　　　　　　　　　　　　0.035　　－0.002　　　0.046　　－0.024　　－0.069　　　0.003

　31　石炭製品　　　　　　　　　　　－0.019　　－0.078　　　0.036　　－0.026　　－0.043　　　0.064

　32　ガラス・ガラス製品　　　　　　　0.054　　　0.085　　　0.055　　0.021　　－0.002　　0.025

　33　セメント・セメント製品　　　　　0.023　　－0.004　　　0.036　　0.022　　0.012　　0.005

　34　陶磁器　　　　　　　　　　　　　0.005　　0.037　　0.032　　0.042　　0.017　　0.030

　35　その他の窯業・土石製品　　　　－0.002　　0.032　　0.034　　0.012　　0.006　　0.016

　36　銑鉄・粗鋼　　　　　　　　　　　0.017　　－0.018　　0.023　　－0.001　　0.019　　0.005

　37　その他の鉄鋼　　　　　　　　　　0.010　　0.020　　0.012　　0.002　　－0.001　　　0.017

　38　非鉄金属精錬・精製　　　　　　0.025　－0.014　　0.046　　0.024　　0.023　　0.039

　39　非鉄金属加工製品　　　　　　　　0.025　　0.022　　0.024　　0.020　　0.004　　0.030

　40　建設・建築用金属製品　　　　　　0.044　　0.053　　0.024　　0.023　　0.028　　0.020

　41　その他の金属製品　　　　　　　　0.026　　0.047　　0.046　　0.027　　0.014　　0.015

　42　一般産業機械　　　　　　　　　　0.040　　0.077　　0.031　　0.030　　0.011　　0.016

　43　特殊産業機械　　　　　　　　　　0.030　　0.070　　0.035　　0.034　　0.007　　0.017

　44　その他の一般機械　　　　　　　　0.052　　0.077　　0.049　　0.015　　0.008　　－0.001

　45　事務用・サービス用機器　　　　　0.166　　0.↓56　　0.044　　0.055　　0.026　　0.032

　46　重電機器　　　　　　　　　　　　0.046　　0.086　　0.012　　0.038　　0.021　　0.009

　47　民生用電子・電気機器　　　　　　0.086　　0よL4　　0.054　　0.061　　0.034　　0.048

　48　電子計算機・同付属装置　　　　　0.172　　0.↓63　　0.185　　0.061　　0.087　　0.070

　49　通信機器　　　　　　　　　　　　0.057　　0.↓17　　0.029　　0.093　　0.054　　0.105

　50　電子応用装置・電気計測器　　　　0.048　　0.074　　0.046　　0.043　　0.011　　0.016

　51　半導体素子・集積回路　　　　　　0.176　　0.↓34　　0.041　　0.137　　0.099　　0.093

　52　電子部品　　　　　　　　　　　　0.083　　0.108　　0.071　　0.058　　0.076　　0.052

　53　その他の電気機器　　　　　　　　0.012　　0.087　　0.020　　0.041　　－0.001　　0.027

　54　自動車　　　　　　　　　　　　　　0.024　　　0.065　　　0.020　　－0.001　　　0.013　　　0.018

　55　自動車部品・同付属品　　　　　　0.036　　0.063　　0.035　　0.013　　0.015　　0.014

　56　その他の輸送用機械　　　　　　　0.022　　0.040　　0.040　　0.044　　0.020　　0.031

　57　精密機器　　　　　　　　　　　　0.048　　0.082　　0.049　　0.029　　0.017　　0.026
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馨苛　　　　部　　門　　名　　　　　70-75　　75-80　　80-85　　85-90　　90-95　　95-00

　58　プラスチック製品　　　　　　　　0.023　　0.050　　0.063　　　0.014　　0.017　　　0.012

　59　その他の製造工業製品　　　　　　0.107　　0.048　　0.054　　0.054　　0.001　　0.037

　60　建築業　　　　　　　　　　　　　0.022　　0.016　　　0.004　　　0.024　　－0.010　　0.010

　61　土木業　　　　　　　　　　　　　0.025　　0.007　　　0.042　　0.037　　－0.020　　0.007

　62　電気業　　　　　　　　　　　　　0.067　　0.044　　　0.021　　　0.006　　－0.014　　　0.013

　63　ガス・熱供給業　　　　　　　　　0.040　　　0.035　　　0.018　　　0.039　　－0.037　　　0.022

　64　上水道業　　　　　　　　　　　　－0.022　　－0.008　　－0.014　　　0.009　　－0.008　　-0.024

　65　工業用水道業　　　　　　　　　　0.021　　－0.012　　－0.005　　　0.000　　－0.010　　－0.009

　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　　0.021　　－0.076　　－0.013　　－0.046　　－0.050　　0.002

　67　卸売業　　　　　　　　　　　　　0.038　　0.048　　0.015　　　0.062　　0.037　　　0.018

　68　小売業　　　　　　　　　　　　　0.053　　0.056　　　0.030　　0.038　　0.022　　0.010

　69　金融業　　　　　　　　　　　　　0.031　　　0.029　　　0.034　　　0.045　　－0.012　　　0.019

　70　保険業　　　　　　　　　　　　　0.1↓8　　0.003　　　0.033　　　0.039　　－0.017　　－0.020

　71　不動産業　　　　　　　　　　　　-0.044　　－0.018　　－ 0 ｡060　　－0.066　　－0.067　　－0.018

　72　住　宅　　　　　　　　　　　　　　　－0.100　　－0.054　　　0.006　　　0.0↓1　　　0.011　　　0.001

　73　鉄道業　　　　　　　　　　　　　0.030　　0.001　　0.039　　0.042　　0.013　　0.019

　74　道路運送業　　　　　　　　　　　0.015　　0.008　　0.025　　－0.001　　0.018　　－0.003

　75　水運業　　　　　　　　　　　　　0.042　　　0.040　　　0.010　　　0.060　　－0.008　　　0.003

　76　航空運輸業　　　　　　　　　　　0.064　　0.033　　0.026　　0.045　　－0.014　　0.006

　77　その他運輸業・梱包　　　　　　　0.0↓9　　0.059　　－0.007　　0.024　－0.002　－0.016

　78　電信・電話業　　　　　　　　　　0.099　　0.025　　0.056　　0.052　　0.032　　0.045

　79　郵便業　　　　　　　　　　　　　0.026　　0.019　　－0.008　　0.030　　－0.036　　－0.012

　80　教育（民間・非営利）　　　　　0.042　　0.044　　0.008　－ 0 ｡002　－0.010　－0.027

　81　研究機関（民間）　　　　　　　－0.007　　0.131　　0.013　　0.020　　0.061　　－0.017

　82　医療（民間）　　　　　　　　　　0.054　　0.017　　　0.005　　－0.023　　0.002　　0.002

　83　保健衛生（民間・非営利）　　　　0.1↓5　　0.008　　0.020　　－0.237　　－0.007　　0.018

　84　その他公共サービス　　　　　　　0.076　　0.073　　0.061　　－0.151　　0.012　　0.009

　85　広告業　　　　　　　　　　　　　0.046　　0.002　　0.009　　　0.007　　－0.002　　0.008

　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　　0.075　　－0.048　　0.066　　0.042　　0.008　　0.085

　87　自動車整備・修理業　　　　　　－0.021　　0.040　　0.036　　0.0↓4　　－0.001　　0.015

　88　その他の対事業所サービス　　　　0.036　　0.023　　0.000　　－ 0 ｡002　　0.025　　－0.002

　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　－0.081　　－0.014　　　0.004　　－ 0 ｡003　　－0.076　　　0.007

　90　放送業　　　　　　　　　　　　　0.037　　　0.002　　　0.000　　－ 0 ｡024　　－0.010　　－0.003

　91　情報サービス業　　　　　　　　　　0.066　　　0.079　　－0.035　　－0.025　　　0.046　　　0.043

　92　出版・新聞業　　　　　　　　　　0.011　　0.040　　0.017　　－ 0 ｡002　　－0.008　　－0.003

　93　その他の映像・音声･文字情報制作業　　－0.039　　－0.053　　　0.188　　　0.088　　－0.064　　　0.035

　94　飲食店　　　　　　　　　　　　　0.022　　0.000　　0.019　　0.002　　0.016　　0.002

　95　旅館業　　　　　　　　　　　　　0.056　　　0.007　　　0.008　　　0.021　　－0.009　　　0.026

　96　洗濯・理容・美容・浴場業　　　－0.048　　0.022　　0.034　　0.009　　－0.007　　0.028

　97　その他の対個人サービス　　　　　0.083　　0.045　　　0.030　　0.064　　0.008　　0.042

　98　教育（政府）　　　　　　　　　0.053　　0.021　　0.024　　0.030　　0.023　　0.008

　99　研究機関（政府）　　　　　　　　0.039　　0.021　　0.048　　0.025　　0.032　－0.009

　100　医療（政府）　　　　　　　　　　0.048　　0.026　　0.023　　0.051　　0.004　　0.014

　101　保健衛生（政府）　　　　　　　－0.0↓4　　－0.012　　0.026　　　0.005　　0.011　　－0.015

　102　社会保険・社会福祉（政府）　－0.053　　0.005　　0.044　　0.010　　0.047　　0.019

　103　その他（政府）　　　　　　　　　0.050　　0.028　　0.019　　0.019　　0.008　　0.024

　104　医療（非営利）　　　　　　　　0.129　　0.022　　0.042　　0.009　－0.003　　0.010

　105　社会保険・社会福祉（非営利）　－0.022　　－0.039　　－0.017　　－ 0 ｡026　　－0.038　　0.062

　106　研究機関（非営利）　　　　　－0.031　　0.014　－0.003　　0.004　－0.041　　－0.005

　107　その他（非営利）　　　　　　　　0.057　　0.013　　－0.005　　0.014　　0.000　－0.043

　108　分類不明　　　　　　　　　　　－0.018　　0.063　　0.033　　0.031　　0.060　　－0.046

　　　全産業平均　　　　　　　　0.029　　0.025　　0.023　　0.021　　0.006　　0.012

　　　算術平均　　　　　　　0.033　　0.030　　0.031　　0.017　　0.005　　0.015

　　　製造業平均　　　　　　　　　0.035　　0.042　　0.039　　0.024　　0.015　　0.021

　　　非製造業平均　　　　　　　　　　0.027　　0.019　　　0.017　　　0.020　　0.003　　　0.010
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付表５

立命館経済学（第59巻・第６号）

垂直統合型ＴＦＰ成長率（稼働率未調整） 単位：年率小数表示

馨言　　　　部　　門　　名　　　　　70-75　　75-80　　80-85　　85-90　　90-95　　95-00　　00-05

　1　米麦生産業　　　　　　　　　　　0.100　　0.016　　0.028　－0.0]ユ　ー0.001　　0.013　　0.008

　2　その他の耕種農業　　　　　　　0.029　　0.003　　0.039　　0.030　－0.020　　0.012　－0.008

　3　畜産・養蚕業　　　　　　　　　0.083　　0.042　　0.079　　0.035　－0.007　　0.018　－0.015

　4　農業サービス　　　　　　　　　ー0.042　－0.008　－0.008　　0.058　－0.003　　0.007　　0.006

　5　林　業　　　　　　　　　　　　　　－0.034　－0.031　　0.019　　0.023　　0.050　　0.044　－0.023

　6　漁　業　　　　　　　　　　　　　　　0.024　－0.004　　0.011　　0.0]ユ　-0.044　－0.003　　0.040

　7　鉱　業　　　　　　　　　　　　　　　0.025　　0.041　－0.013　　0.030　－0.034　　0.041　　0.049

　8　畜産食料品　　　　　　　　　　0.048　　0.046　　0.044　　0.012　　0.025　　0.016　　0.010

　9　水産食料品　　　　　　　　　　0.035　－0.001　　0.005　－0.005　　0.040　－0.015　　0.026

　10　精穀・製粉　　　　　　　　　　　0.047　－0.048　　0.024　－0.011　　0.002　　0.039　　0.001

　11　その他の食料品　　　　　　　　0.035　　0.036　　0.037　－0.0]ユ　　0.006　　0.023　　0.015

　12　飼料・有機質肥料　　　　　　　0.005　　0.025　　0.007　－0.007　　0.001　－0.013　－0.053

　13　飲　料　　　　　　　　　　　　　　　0.039　　0.020　－0.004　　0.008　　0.015　　0.000　　0.030

　14　たばこ　　　　　　　　　　　　　　0.080　－0.004　　0.004　　0.015　　0.020　－0.032　－0.002

　15　繊維製品　　　　　　　　　　　0.045　　0.039　　0.040　　0.038　　0.007　　0.001　　0.017

　16　製材・木製品　　　　　　　　　0.011　　0.038　　0.051　　0.030　　0.035　　0.018　　0.007

　17　家具・装備品　　　　　　　　　0.037　　0.030　　0.028　　0.027　　0.005　　0.000　　0.020

　18　パルプ・紙・板紙・加工紙　　　0.004　　0.036　　0.032　　0.017　－0.004　　0.008　　0.024

　19　紙加工品　　　　　　　　　　　0.021　　0.041　　0.042　　0.027　　0.001　　0.013　　0.022

　20　印刷・製版・製本　　　　　　－0.001　　0.011　　0.041　　0.045　　0.010　　0.006　　0.027

　21　皮革・皮革製品・毛皮　　　　　0.021　－0.004　　0.036　　0.009　　0.013　　0.002　　0.020

　22　ゴム製品　　　　　　　　　　　－0.003　　0.043　　0.034　　0.038　　0.018　　0.011　　0.032

　23　化学肥料　　　　　　　　　　　－0.054　　0.074　　0.027　－0.009　　0.010　　0.010　　0.009

　24　無機化学基礎製品　　　　　　－0.035　　0.065　　0.033　　0.003　　0.007　　0.016　　0.018

　25　有機化学基礎製品　　　　　　　0.022　－0.003　　0.067　　0.014　－0.059　　0.042　　0.010

　26　有機化学製品　　　　　　　　　－0.052　　0.058　　0.080　　0.0]ユ　ー0.006　－0.001　－0.012

　27　ｲﾋ学繊維　　　　　　　　　　　　0.036　　0.086　　0.066　　0.029　　0.016　　0.011　　0.010

　28　ｲﾋ学最終製品　　　　　　　　　－0.003　　0.065　　0.052　　0.017　－0.005　　0.010　　0.020

　29　医薬品　　　　　　　　　　　　　0.029　　0.086　　0.069　　0.013　　0.007　　0.015　　0.037

　30　石油製品　　　　　　　　　　　　0.021　－0.002　　0.039　－0.011　－ 0 ｡070　　0.000　－0.017

　3↓　石炭製品　　　　　　　　　　　－0.038　－0.065　　0.028　－0.018　－ 0 ｡043　　0.062　－0.046

　32　ガラス・ガラス製品　　　　　　0.046　　0.090　　0.051　　0.025　－0.005　　0.024　　0.046

　33　セメント・セメント製品　　　　0.016　－0.002　　0.034　　0.024　　0.010　　0.004　　0.027

　34　陶磁器　　　　　　　　　　　　0.001　　0.037　　0.031　　0.043　　0.016　　0.030　　0.059

　35　その他の窯業・土石製品　　　－0.014　　0.038　　0.031　　0.013　　0.004　　0.014　　0.029

　36　銑鉄・粗鋼　　　　　　　　　－0.003　－0.010　　0.0↓9　　0.010　　0.013　　0.006　　0.003

　37　その他の鉄鋼　　　　　　　　　－0.011　　0.027　　0.008　　0.010　－0.007　　0.018　　0.023

　38　非鉄金属精錬・精製　　　　　　0.022　－0.005　　0.041　　0.025　　0.023　　0.039　－0.026

　39　非鉄金属加工製品　　　　　　　0.010　　0.034　　0.0↓8　　0.024　　0.002　　0.030　　0.020

　40　建設・建築用金属製品　　　　　0.039　　0.053　　0.023　　0.024　　0.027　　0.020　－0.009

　4↓　その他の金属製品　　　　　　　0.021　　0.047　　0.045　　0.029　　0.014　　0.015　　0.019

　42　一般産業機械　　　　　　　　　0.036　　0.077　　0.031　　0.030　　0.009　　0.016　　0.042

　43　特殊産業機械　　　　　　　　　0.026　　0.070　　0.035　　0.035　　0.003　　0.017　　0.036

　44　その他の一般機械　　　　　　　0.048　　0.077　　0.048　　0.016　　0.007　－0.001　　0.032

　45　事務用・サービス用機器　　　　0.↓57　　0.↓62　　0.043　　0.055　　0.023　　0.032　　0.066

　46　重電機器　　　　　　　　　　　0.042　　0.086　　0.0↓2　　0.037　　0.019　　0.010　　0.034

　47　民生用電子・電気機器　　　　　0.078　　0よL7　　0.053　　0.060　　0.031　　0.048　　0.100

　48　電子計算機・同付属装置　　　　0.↓67　　0.↓63　　0.↓85　　0.060　　0.085　　0.070　　0.211

　49　通信機器　　　　　　　　　　　0.057　　0.↓17　　0.029　　0.093　　0.054　　0.105　　0.088

　50　電子応用装置・電気計測器　　　0.042　　0.074　　0.045　　0.043　　0.009　　0.016　－0.002

　5↓　半導体素子・集積回路　　　　　0.↓64　　0.↓37　　0.041　　0.136　　0.097　　0.093　　0.090

　52　電子部品　　　　　　　　　　　0.080　　0.108　　0.070　　0.059　　0.074　　0.052　　0.063

　53　その他の電気機器　　　　　　　0.009　　0.087　　0.0↓9　　0.041　－0.003　　0.027　　0.033

　54　自動車　　　　　　　　　　　　　0.000　　0.083　　0.0↓3　　0.002　　0.004　　0.018　　0.028

　55　自動車部品・同付属品　　　　　0.019　　0.073　　0.032　　0.015　　0.011　　0.014　　0.040

　56　その他の輸送用機械　　　　　　0.022　　0.040　　0.040　　0.044　　0.020　　0.031　　0.057

　57　精密機器　　　　　　　　　　　0.043　　0.083　　0.049　　0.028　　0.016　　0.026　　0.037
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馨苛　　　　部　　門　　名　　　　70-75　　75-80　　80-85　　85-90　　90-95　　95-00　　00-05

　58　プラスチック製品　　　　　　　0.018　　0.050　　0.062　　0.017　　0.016　　0.012　　0.042

　59　その他の製造工業製品　　　　　0.106　　0.048　　0.054　　0.054　　0.001　　0.037　　0.032

　60　建築業　　　　　　　　　　　　　0.016　　0.020　　0.002　　0.027　－0.011　　0.010　　0.029

　61　土木業　　　　　　　　　　　　　0.024　　0.007　　0.042　　0.039　－0.022　　0.007　－0.004

　62　電気業　　　　　　　　　　　　　0.067　　0.045　　0.014　　0.015　－0.017　　0.012　　0.032

　63　ガス・熱供給業　　　　　　　　　0.033　　0.041　　0.017　　0.039　－0.035　　0.022　　0.041

　64　上水道業　　　　　　　　　　　－0.028　－0.011　－0.006　　0.009　－0.012　－0.025　　0.004

　65　工業用水道業　　　　　　　　　　0.009　－0.005　－0.007　　0.002　－0.0↓6　－0.0↓0　　0.000

　66　廃棄物処理　　　　　　　　　　　0.012　－0.069　－0.015　-0.045　－0.050　　0.002　－0.015

　67　卸売業　　　　　　　　　　　　　0.033　　0.053　　0.013　　0.063　　0.036　　0.0↓8　　0.030

　68　小売業　　　　　　　　　　　　　0.053　　0.056　　0.030　　0.038　　0.022　　0.010　　0.007

　69　金融業　　　　　　　　　　　　　0.029　　0.036　　0.031　　0.042　－0.008　　0.018　　0.039

　70　保険業　　　　　　　　　　　　　0.115　　0.009　　0.031　　0.041　－0.0↓9　－0.020　　0.029

　71　不動産業　　　　　　　　　　　－0.034　－0.013　－0.057　－0.082　－0.056　－0.016　　0.005

　72　住　宅　　　　　　　　　　　　　　－0.122　－0.037　－0.002　　0.010　　0.000　－0.001　　0.005

　73　鉄道業　　　　　　　　　　　　0.030　　0.00↓　　0.039　　0.042　　0.0↓3　　0.0↓9　　0.028

　74　道路運送業　　　　　　　　　　0.014　　0.009　　0.025　－0.002　　0.017　－0.004　　0.011

　75　水運業　　　　　　　　　　　　　0.037　　0.044　　0.008　　0.060　－0.009　　0.003　　0.095

　76　航空運輸業　　　　　　　　　　0.050　　0.043　　0.023　　0.044　－0.0↓5　　0.005　　0.037

　77　その他運輸業・梱包　　　　　　0.019　　0.059　－0.007　　0.024　－0.002　－0.0↓6　　0.024

　78　電信・電話業　　　　　　　　　0.099　　0.028　　0.056　　0.048　　0.037　　0.046　　0.026

　79　郵便業　　　　　　　　　　　　0.026　　0.019　－0.009　　0.031　－0.037　－0.012　　0.004

　80　教育（民間・非営利）　　　　　0.048　　0.044　　0.008　－0.002　－0.0↓O　－0.027　－0.010

　81　研究機関（民間）　　　　　　－0.007　　0.13↓　　0.013　　0.020　　0.061　－0.0↓7　－0.007

　82　医療（民間）　　　　　　　　　0.047　　0.022　　0.004　－0.022　　0.002　　0.002　　0.014

　83　保健衛生（民間・非営利）　　　0.115　　0.008　　0.018　－0.237　－0.007　　0.0↓8　－0.008

　84　その他公共サービス　　　　　　0.074　　0.077　　0.060　－0.148　　0.011　　0.009　　0.022

　85　広告業　　　　　　　　　　　　　0.043　　0.002　　0.008　　0.009　－0.002　　0.008　－0.009

　86　業務用物品賃貸業　　　　　　　0.070　-0.044　　0.065　　0.042　　0.008　　0.085　　0.142

　87　自動車整備・修理業　　　　　－0.027　　0.043　　0.034　　0.015　－0.002　　0.0↓5　　0.042

　88　その他の対事業所サービス　　　0.034　　0.025　－0.002　－0.002　　0.025　－0.002　　0.022

　89　娯楽業　　　　　　　　　　　　－0.088　－0.010　　0.002　－0.003　－0.076　　0.007　　0.026

　90　放送業　　　　　　　　　　　　　0.036　　0.003　－0.002　－0.021　－0.0↓1　－0.003　　0.010

　91　情報サービス業　　　　　　　　　0.064　　0.079　－0.034　－0.026　　0.046　　0.043　　0.00↓

　92　出版・新聞業　　　　　　　　　0.007　　0.040　　0.016　－0.001　－0.008　－0.003　　0.008

　93　その他の映像・音声･文字情報制作業　－0.039　－0.053　　0.188　　0.088　－0.064　　0.035　　0.00↓

　94　飲食店　　　　　　　　　　　　0.022　　0.000　　0.018　　0.002　　0.016　　0.002　　0.016

　95　旅館業　　　　　　　　　　　　　0.054　　0.007　　0.009　　0.019　－0.007　　0.026　　0.013

　96　洗濯・理容・美容・浴場業　　－0.049　　0.022　　0.033　　0.009　－0.008　　0.028　－0.023

　97　その他の対個人サービス　　　　0.083　　0.045　　0.030　　0.063　　0.008　　0.042　　0.005

　98　教育（政府）　　　　　　　　　0.053　　0.02↓　　0.024　　0.030　　0.023　　0.008　　0.050

　99　研究機関（政府）　　　　　　　0.039　　0.021　　0.048　　0.025　　0.032　－0.009　　0.003

100　医療（政府）　　　　　　　　　0.046　　0.027　　0.023　　0.051　　0.004　　0.014　　0.002

101　保健衛生（政府）　　　　　　－0.014　－0.012　　0.026　　0.005　　0.0↓1　－0.0↓5　　0.060

102　社会保険・社会福祉（政府）　－0.053　　0.005　　0.044　　0.010　　0.047　　0.019　　0.006

103　その他（政府）　　　　　　　　0.050　　0.028　　0.019　　0.019　　0.008　　0.024　　0.057

104　医療（非営利）　　　　　　　　0.124　　0.023　　0.042　　0.010　－0.004　　0.010　　0.005

105　社会保険・社会福祉（非営利）－0.022　－0.039　－0.017　－0.026　－0.038　　0.062　－0.033

106　研究機関（非営利）　　　　　－0.031　　0.014　－0.003　　0.004　-0.041　－0.005　　0.181

107　その他（非営利）　　　　　　　0.057　　0.013　－0.005　　0.014　　0.000　－0.043　　0.040

108　分類不明　　　　　　　　　　－0.026　　0.063　　0.032　　0.035　　0.057　－0.046　　0.021

　　　全産業平均　　　　　　　　0.024　0.028　0.021　0.021　0.006　0.0↓2　0.023

　　　算術平均　　　　　　　0.027　0.034　0.029　0.018　0.004　0.014　0.024

　　　製造業平均　　　　　　　　0.026　0.046　0.037　0.026　0.0↓3　0.021　0.033

　　　非製造業平均　　　　　　　　　0.023　　0.022　　0.016　　0.020　　0.003　　0.009　　0.020
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

　1) Wolff (1994), p.86参照のこと。直接的な記述はないが，実際に行っている作業をみると, Verti-

　cally Integratedという概念を，労働や資本という（本源的）生産要素に帰着させるという意味で用

　いられているようである。 Wolff自身はPasinetti (1977)の考案した概念を参考にしている。

2) Baumol, Blackman　and Wolff (1989), pp. 319-321参照のこと。ここで必要労働量とは，資本減

　耗部分を除いた投下労働量を指す。

3）社会会計(Social Ａｃｃｏｕｎtｉｎｇ）方式による集計ＴＦＰ成長率の導出方法については,Jorgenson

　and Griliches (1967), pp. 251-252参照のこと。さらに, Peterson (1979)では，中間財を導入し産

　業連関フレームワークの下で部門別のＴＦＰ成長率を導出している。また，ＴＦＰ成長率は，社会会計

　方式の他にSolow (1957)のように生産関数による方式もある。

4）以降の微分演算子は，時間7丿こついての微分の際に用いている。dL(T)とある場合は，肛

　　（Ｔう/ｄＴという計算をおこなっていることになる。ただし，以降では時間に関する関数であるものも，

　　省略して単に肛と記してある。

5）ドーマー・ウェイトについては，深尾・宮川編(2008), pp. 24-26参照のこと。

6) Wolff (1985)では，資本減耗を考慮しない場合の垂直統合型ＴＦＰ成長率について議論している。

　　これに対して第２節では資本減耗を考慮した場合のＴＦＰ成長率をについて議論し，これを垂直統合

　　型ＴＦＰ成長率と呼んでいる。

7）橋本（2006）を参照のこと。ここでは，二つの期間で４内の投入係数が減少しているケースに限

　定し議論を進める。

8）我々の議論については橋本・山田（2009）で展開をしている。

9）末尾の補論にこのJIPデータベースの内容について記している。データは「2009年６月１日更新」

　版を使用している。

10）本来なら，資本減耗を加えた通常型ＴＦＰ成長率, (3)式，（3つ式も計測すべきであるが，口）式ご2）

　式の通常型ＴＦＰ成長率で代表させた。

11）JIP2006データベース内の稼働率指数「日銀短観による推計値」を用いて, 1970年から2000年にか

　　けての数値を調整した。

12）橋本・山田（2009）で詳細な議論を展開している。

13）部門分類については付表１を参照のこと。この産業分類を製造業と非製造業とに分割しているが，

　　製造業は部門番号の８から59，非製造業は１から７及び60から107としている。ただし, 108の分類不

　　明は，この製造業と非製造業の区分からは控除している。
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